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日本版の発刊に寄せて

2022年は、人工知能（AI）にとって飛躍の年であった。
OpenAI社によるDall-E2、David Holz氏ら研究チームに
よるMidjourney、Stability AI社によるStable Diffusion
といったテキストから絵を生成するAIが次々にリリースさ
れ、単なる文言の羅列からプロ級の高度な絵が生みださ
れていく様は、まるで「現代の魔法」のようだと評された。
また、11月にOpenAI社によりプロトタイプとして公開さ
れた人工知能チャットボットであるChatGPTは、幅広い分
野の質問に詳細な回答を生成できることから注目を集め
た。単なる質問への回答だけでなく、文書の添削・構成、
概念の要約やブレーンストーミング、論点の洗い出しやアイ
デアの提案、さらにはプログラムの生成までを可能にする
その汎用性は大きなインパクトを人々にもたらし、わずか2
カ月の間に1億人のユーザーを獲得するに至った。ディー
プラーニングの再発見からちょうど10年。進化し続けてき
たAIの性能を多くの人々が目にし、驚嘆し、人口に膾炙す
るようになっている。

今日、AIの劇的な進化に驚かされているが、一歩さがって
改めて振り返ってみると、AIはこの10年の間に社会の隅々
において広く使われるようになった。様々なタスクにおける
機械学習、ディープラーニングの劇的なパフォーマンスの達
成により、AIは幅広い産業で活用されるようになっている。
自然言語処理、パターン認識、画像認識、音声認識、機械
翻訳、ロボティクス、多様な機能が従来にない精度で実現
され、気が付けば、いまや医療における診断から都市エネ
ルギーの最適化まで生活のあらゆる面に関わる形で、大企
業やスタートアップによるAI活用のニュースが相次いでい
る。

だが数年前までは、多くの日本企業において、AIの活用は
限定的であり、その前提でもあるデータの収集と分析もな
かなか進んでいないのが実態であった。各企業ではDX（デ
ジタルトランスフォーメーション）の一環としてAIの広範な
応用が検討され、実証実験も盛んであったが、実験止まり
ということも少なくなく、「PoC疲れ」なる用語も定着して
いた。

しかし、日本においても、企業活動における競争力の源泉
として、また重要な戦略的施策としてAIを積極的に活用す
る動きが始まっている。事例としても、小売業におけるリア
ルタイムでの売上予測と最適化、通信業におけるネット
ワーク設計・運用、プラント設備におけるデジタルツイン
の実現といった専門性を有する業務への高度な適用が見
られる。単なる自動化による効率化やコスト削減といった
応用をこえて、AIを活用した産業プラットフォームの構築に
よるエコシステム形成等の例もあり、新たな社会価値創出
につながる形で、その取り組みのアプローチも幅が広がっ
てきている。先進的な企業の中には、はやくもStable
Diffusionを用いてコンテンツ制作を効率化したり、
ChatGPTを用いて業務をアップグレードしていこうと検討
に着手しているところもある。

重要なポイントはいくつかある。AIは競争優位性確立のた
めのエンジンであり、データはその燃料といえる。エンジン
や燃料によって前に進むためには、自社が目指す、企業と
しての目的地を示すリーダーシップがまず必要で、そこに
向かって進むことを可能にする組織文化の醸成が大切にな
る。

またエンジンの推進効果を高めるために、ChatGPTの活
用を検討している企業のように自社の業務を変革すること
も厭わず、チェンジマネジメントとそれに貢献できる人材も
欠かせない。そして、インパクトを最大限発揮させることが
できるユースケースを生みだせるかが鍵を握る。

本稿はデロイトがグローバルで実施した「グローバルAI活
用企業動向調査 第5版（State of AI in the Enterprise）」
の日本語版レポートである。第5回となる今回の調査には
日本を含む13カ国が参加した。分析にあたっては各国エ
グゼクティブへの調査から、AIアプリケーションの導入状
況、人材とテクノロジーの獲得、業務の変革、AIリスクへ
の対策等、「AIによる変革が加速する組織」になる上での
論点を抽出して状況を比較している。また、日本企業の調
査結果も示しつつ、AI活用を支援するコンサルタントの立
場から問うべき戦略的問いについて論じている。世界各国
の企業の取り組みと、日本企業の課題について洞察を得る
ことができる構成を目指した。また幸いなことに、どのよう
なプラクティスが変革を加速させるかも分かってきている。
本レポートは、どの段階に位置する組織にとっても、困難
を乗り越えるための支援になるだろう。

AIの戦略的活用のトレンドに加わる形で、2023年は、
Stable DiffusionやChatGPTに代表される生成系AI
（Generative AI）による創作活動や知的生産への変革も
大きなテーマになるだろう。貴社にとって、本レポートが
Generative AIを含むAIの活用をエンジンとした、さらな
る企業変革を実現するヒントとなれば幸いである。

森 正弥 
Masaya Mori

デロイト トーマツ合同会社

執行役員・パートナー／ 
Deloitte AI Institute 所長

外資系コンサルティング会社、グローバルインター
ネット企業を経て現職。東北大学特任教授。東京大
学協創プラットフォーム開発顧問。日本ディープラー
ニング協会顧問。
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近年、私たちは経済と社会全体に起きた未曽有の混乱を
乗り越えてきました。世界的なパンデミック。労働者のニー
ズの変化。そして、誰一人として今まで通りのビジネスを
続けることはできないと一般的に実感されるようになりま
した。

今日、人工知能（AI）は、私たちが様々なビジネスシーン
で直面する多くの課題に取り組む上で、独自の強力な役割
を担っています。さらに私たちは、データインフラストラク
チャやコンピューティングの進歩により、真に変革的なアプ
リケーションの創出やAIのイノベーションを急速に推進す
るのに必要な基盤がもたらされている今の時代に後押し
されています。

こうした急激な変化を目の当たりにしている私たちは、現
在直面している多種多様な課題にこそ革新的なビジネス
チャンスがあると考えています。しかしながら、多くのビジ
ネスリーダーが視座を十分に上げきれず、AIが私たちにも
たらす多大な可能性を引き出しきれていないことも見てき
ました。

もはやAIを導入したり、プロセスの自動化による効率化を
目指す時代ではありません。今目指すべきは、価値を実現
し、成果を創出し、AIが持つ可能性を解き放ち、ビジネス、
職員、そして社会全体に新たな機会をもたらすことです。
それは、今までのビジネスのやり方の制約を解き放つこと
を意味します。

デロイトが年刊で発行している「グローバルAI活用企業動
向調査」の第5版では、まさに各国の企業が、未知の価値
の源泉に満ちた新しい未来への道を切り開こうとしている
のか、また、今日は実現されていない価値源泉がどこにあ
るのかを調査しました。本稿では、AIの可能性を引き出し

て企業全体で価値を高めるために、ビジネスリーダーが実
行している4つの重要アクションを取り上げます。

1．組織文化とリーダーシップに投資する：
職員のAIに対する期待と機会の高まりを活用するために、
リーダーは仕事を改革すべきです。ビジネスの成功の中心
的役割を担うのはやはり人間であり、AIは人と機械が協働
し、労働力のパワーを解き放つのに役立ちます。

2．業務を変革する：
AI活用において倫理性と品質を確保するには、インテリ
ジェントマシンが持つ独自の機能に対応するために、業務
モデル全体を変えなければならない場合があります。リス
クを管理し、新しい価値を実現するには、ワークフローと
役割を見直す必要があります。

3．テクノロジーと人材を組み合わせる：
組織文化とリーダーシップの裏返しとして、企業は、企業
変革を促進する既製のプラットフォーム、ツール、アクセラ
レータが増える中、厳しい人材市場の中でAI戦略を策定
しなければなりません。

4．高い価値を生むユースケースを選定する：
AIはあらゆる業界で変革の原動力となっており、多くのリー
ダーは、それぞれが置かれた状況のもと、どのユースケー
スが最も価値を生み出すかを模索し始めています。重要な
ポイントは、短期的および長期的の双方において、差別化
の根源となるAIの活用戦略を策定することです。

今年も、私たちはAge of With™（AIとの協働時代）の黎
明期にいると明述しています。しかしながら、企業がAI活
用の機会を実現し、次のレベルである人の認知を適用する
ことにますます近づいている兆候が見られます。

本書が皆さんのビジネスにとって、 AIの可能性を実現する
だけでなく、それによって今後どれ程の飛躍を遂げられる
かを想像する上で一助になることを願っています。

- Nitin Mittal、Irfan Saif、およびBeena Ammanath

注：別段記載がない限り、本書に含まれる統計、インサイ
トおよび分析は、デロイトが所有する「グローバルAI活用
企業動向調査」を基に作成されています。ケーススタディ
はデロイトのクライアントの体験を基に作成されています。.

序文：価値の時代
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はじめに
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AI市場は急速に進歩し続けており、さまざまな業界
のリーダーが自社の将来にとってAIがいかに重要で
あるかを述べています。実際、今回の「グローバルAI
活用企業動向調査 第5版」では、ビジネスリーダー
の94％が、今後5年間の成功にはAIが不可欠であ
ると回答しています。しかし、大きな成果を達成する
には課題が残っています。

2017年以降、デロイトは世界中のビジネスリーダー
に調査を行い、さまざまな業界におけるAI発展の足
跡を辿ってきました。前回の「グローバルAI活用企
業動向調査 2021」では、企業全体にAIを規模拡大
し、意義のある成果を達成するために必要な幅広い
先進事例に注目しました。今回の「グローバルAI活
用企業動向調査 第5版」では、その考察をさらに進
め、成果につながり得るさらなるアクションと意思決
定について深く掘り下げます。

企業の全面的な成功における 
AIソリューションの重要性

94% 非常に重要／重要

5% ある程度重要

1% 全く重要ではない／あまり重要
ではない

より多くのAIを導入するにつれて、 
達成される成果は減るのでしょうか？

94%のビジネスリーダーが今後5年間
の成功にAIが不可欠だと回答しています。しか
しながら、企業がより多くのAIを導入するにつ
れて、思ったような成果はなかなか出ていない
ようです。

はじめに

N=2,620名の回答者
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今年の調査では、多くの企業がAI導入の取り組みを増やしてい
るにも関わらず、残念ながら想定よりも低い成果しか上げられず、
苦戦していることがわかりました。回答者の79％が、3種類以上
のAIアプリケーションを本格的に導入したと回答しており、昨年
の62％から増加しています。しかし、アンダーアチーバーのカテ
ゴリー（多数の導入／低い成果）に分類される回答者の割合は、
昨年の17％から今年は22％に上昇しました（調査方法に関す
る詳しい説明は、62ページを参照）。

一方で、回答者の76％が、より多くのメリットを得るためにAIへ
の投資を増やす計画であると回答しています。増加はわずかに鈍
化しており（2021年に投資の増額を計画していると回答した
85％から減少）、過去数年間に大幅に増加した後、投資が横ば
いになりつつある可能性を示しています。しかしながら、投資を
減らすと答えた回答者はほとんどいませんでした（3％）。

これは、今後数年間において、AIへの信頼と重要性が今後もま
だ続くことを示唆しています。

市場は急速に加速していますが、 
成果が追いついていません

はじめに

79%のリーダーが、3種類以上のAIアプリケーショ
ンを本格的に導入したと回答し、昨年の62％から増加して
います。

76% ある程度増加／大幅に増加

20% 当期とほぼ同じ

3% ある程度減少／大幅に減少

1% 不明／該当せず

来期に見込んでいるAIへの投資

N=2,620名の回答者
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分析モデル
今回の調査では、市場におけるAIの取り組みの増加を反映するために若干の調整を加えた以外は、
「グローバルAI活用企業動向調査 2021」と同じ基礎分析モデルを使用しました。2,620名の回答者
のパフォーマンスの内訳は以下の通りです。

トランスフォーマー
（多数の導入／高い成果）：変革を遂げていますが、完全には遂げていません。このグループは、最も
強力な AI の成果に関連する先進事例を特定し、幅広く採用しています。

パスシーカー
（少数の導入／高い成果）：このグループは成功につながる機能や行動を採用していますが、取り組み
の数は少ないです。彼らは正しく取り組んではいますが、複数形態のAIの規模拡大についてはトランス
フォーマーほどには達していません。

アンダーアチーバー
（多数の導入／低い成果）：非常に多くの開発と導入が行われている点がこのグループの特徴です。し
かし、より有意義な成果を効果的に達成するのに役立つ先進事例を十分に採用していません。

スターター
（少数の導入／低い成果）：AI機能の構築に後れを取っている点がこのグループの特徴とみられます。
先進事例となりうる行動を取る可能性が最も低いグループです。

パスシーカー
少数の導入／高い成果

24%

トランスフォーマー
多数の導入／高い成果

27%

スターター
少数の導入／低い成果

28%

アンダーアチーバー
多数の導入／低い成果

22%

0-
2

3-
4

5-
6

>6
0-2 3-4 5-6 >6

本格導入したAIアプリケーションの種類数

*四捨五入をしているため、％の数字を加算しても100％にはなりません。N=2,620名の回答者。

高
い
成
果
を
上
げ
た
取
り
組
み
の
件
数
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課題―既知と未知
はじめに

調査回答者が抱えている課題は、AI実装の段階に応じて多岐にわたります。新しいAIプロジェクトを開始する際の
課題としてトップに挙げられたのは、AI活用に対するビジネス価値を証明すること（37％）でした。時間の経過とと
もに組織がAIプロジェクトの規模を拡大しようとする際の主な障壁には、AI関連リスクの管理（50％）、経営幹部か
らの賛同の欠如（50％）、メンテナンスまたは継続的なサポートの欠如（50％）などが上位に挙がりました。

上記の回答は、AIトランスフォーメーションの成功には明確なリーダーシップと集中的な投資が非常に重要であるこ
とを強調しています。これは、前回調査と今回調査の両方で回答者が繰り返し述べていたことです。さらに、AI導入
後も、取り組みへの投資を着実にするために必要となる調整と規律を確立するという継続的な課題を示しています。
AIを原動力とする組織を構築するためには多くの部分で、システムとアルゴリズムを維持するための規律と集中が
必要です。これにより、ノイズではなく、継続的な価値を生み出し続けることができます。この規律と集中は、AIの取
り組みの初期段階でははっきり見えないであろう課題も含め、関連する課題をすべて慎重に見つけ出し、解決努力
するプロセスにまで及びます。

プロジェクト開始時の課題 
上位3位

37% 30%
34% 29%
33% 29%

プロジェクト開始時と規模拡大時の 
両方における課題上位3位

ビジネス価値の証明

経営のコミットメントの欠如

適切なAIテクノロジーの選択

AIテクノロジーとソリューションへの
投資の不足

技術的なスキルの不足

適切なAIテクノロジーの選択

N=2,620名の回答者 N=2,620名の回答者
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欠如

50%

50%

44%

42%

41%

38%

AIの取り組みを拡大する際の課題

障壁

50%

44%

42%

40%

困難

46%

44%

44%

42%

38%

N=回答者数　2,620名

AI関連の 
リスク管理

AIテクノロジー 
の実装

ビジネス 
価値の証明

学習に必要なデータ 
またはインプットの取得

経営のコミットメント

AI開発者とビジネス課題／ 
ニーズ／ミッションとの 
整合性

導入支援の 
ためのトレーニング

技術的スキル

AIテクノロジーと 
ソリューションへの投資

初回立ち上げ後のメンテナンス
または継続的なサポート

組織の日常業務や 
ワークフローへのAIの 
組み込み

他の組織／業務システム 
との統合

適切なAIテクノロ 
ジーの選択

エンドユーザーにとっての複雑さ 
または難しさ

最大のビジネス価値をもたらす 
ユースケースの特定
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「これが自社のビジネスの理
想像の実現に不可欠である
と信じるならば、組織の深い
階層に［リーダーシップ］を
置かないでください。」

– 戦略・オペレーションのAI/ML責任者
グローバルテクノロジー企業
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成果が現れる
はじめに

興味深いことに、回答者の87％が、投資回収期間の長さが予想内またはそれよりも短くなっていると回答しました。これ
は、実装要件の理解が進んでいることを示している一方で、AIのビジョンがコスト削減に焦点を置かれており、AIが提供
可能である変革の機会（多くの場合、予測できるタイムラインは少ない）が見落とされているか、全く考慮されていないこ
とを示している可能性もあります。

これは、回答者が望む成果として一番多かった回答―コスト削減（78％）―によってさらに浮き彫りになっています。組
織が効率性を優先すると、収益の創出やビジネスの革新など、より変革的な成果が断念されてしまう可能性があります。

とはいえ、いくつかの組織は道筋を見つけ始めています。前回の調査結果と同様に、今回の高い成果を上げている組織（ト
ランスフォーマーとパスシーカー）の回答者は、新規市場への参入／新しい構成員*へのサービス拡大、新しい製品／プ
ログラムまたはサービスの創出、そして新しいビジネス／サービスモデルの実現など、収益を創出する成果を回答する傾
向が非常に強いです。

*「構成員」とは、顧客（Customer）や社員（Employee）を拡張し、NPOやNGOの職員、自治体に住む住民等、目
的を共有し、それを構成する人々のこと。

成果―「高い成果を達成」

収益を創出する成果―成果の高い組織と低い組織
（「高い成果を達成」を選択した割合）

成果の高い
組織

成果の高い
組織

成果の高い
組織

成果の低い
組織

成果の低い
組織

成果の低い
組織

37%

34%

34%

33%

33%

33%

32%

32%

32%

32%

31%

30%

30%

28%

新規市場の参入／新しい構成員
へのサービス拡大

新しい製品／プログラムや
サービスの創出

新しいビジネス／サービス
モデルの実現

N=2,620名の回答者N=2,620名の回答者

50% 48% 48%

15% 15% 16%

コスト 
削減

貴重なインサイトの 
発見

部署間／組織横断でのコラボ 
レーションの向上

組織のプロセスの 
効率化

新規市場の参入／新しい 
構成員へのサービス拡大

既存製品／プログラム、サービスや 
オファリングのカスタマイズまたは向上

新しいビジネス／サービス 
モデルの実現

需要 
予測

新しい製品／プログラムや 
サービスの創出

意思決定の 
向上

収益の 
拡大

構成員エンゲージメントの 
向上

既存人材の潜在能力の活性化 
および／または人材マネジメントの改善

構成員ニーズの 
予測
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これらの課題を克服する組織にとって、 
見返りは大きなものになるかもしれません

はじめに

AIは、価値創造の時代に突入しました。成果の高い組織と成果の低い組織の行動と対応を分析した結果に基づき、本セクション
からは、AIの取り組みの成果を向上させるためにリーダーが検討すべき事項またはアクションを紹介します。

職員はますます期待値が高まっており、
リーダーはその思考を活用して、組織
文化を変え、新しい働き方を確立し、
AIでより大きなビジネス成果を出すた
めに、もっと多くのことを行うべきです。

組織がAIを倫理的かつ大規模に構築
し導入できるかは、新しいテクノロジー
の固有の要求に対応するために業務
をどれ程上手く再設計したかによりま
す。

テクノロジーと人材の獲得は、もはや
別々に考えるべきではありません。組
織は、人材のスキルセットか、あるい
は既にパッケージ化されたソリュー
ションかに関わらず、現在利用できる
スキルセットに基づいて、AIへのアプ
ローチを戦略化する必要があります。

組織のAI活用を推進するための適切
なユースケースの選択は、ビジネスの
バリュードライバーによって大きく依存
します。そして、それらのバリュードラ
イバーは組織のセクターや業界の状況
に影響されます。各業界の変化を促進
する主要なユースケースをご覧くださ
い。

アクション1
組織文化とリーダーシップに
投資する

アクション2
業務を変革する

アクション3
テクノロジーと人材を 
組み合わせる

アクション4
価値が増大するユースケースを
選定する

1 2 3 4
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「実際にAIを実行するのは、
プロジェクトの中で最も簡
単な部分です。 最も難しい
のは、私たちが解決しよう
としている問題が何である
かを関係者全員に理解して
もらうことです。」

–データサイエンス、イノベーション、オペレーション担当バイスプレ
ジデントコマーシャルデータ分析・ビジネスインサイト企業
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アクション1
組織文化とリーダーシップに 
投資する
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組織文化は多くの場合、成功のカギであり、 
職員はAI活用に対してますます期待値が高まっています

アクション1：組織文化とリーダーシップに投資する

AIの導入と展開を成功させるには、リーダーシップと組織文化が非
常に重要です。

トランスフォーマーは、次のようなAI-readyである文化的特性を回答する
割合が最も高いです。

• 組織間連携の大幅な向上
• AI の可能性に対する職員の前向きな思考
• 積極的なAI専門家の育成・確保

全てのグループにおいても、変化へのアジリティとそれを進んで受け入れ
る姿勢が、今後のAI活用に対するエグゼクティブリーダーのビジョンと合
わせ、AI-readyな文化を醸成するうえで最も重要な要素であると回答し
ました（これらが極めて重要であるとの回答者の割合は、それぞれ42％
と40％です）。これは、AIトランスフォーメーションを成功させるための基
本要素として、熟慮されたチェンジマネジメントが重要であることを裏付
けています。成果の高い組織は、成果の低い組織と比較して、チェンジマ
ネジメントへ投資を行う可能性が55％以上高いです。チェンジマネジメン
トへの投資は多くの場合不足しているにも関わらず、職員は自身のキャリ
アにもらたしうるAIの可能性について期待値が高い傾向を強めています。
82％の回答者が、職員はAIテクノロジーと協働することで、自身のパ
フォーマンスや仕事に対する満足度が向上すると考えていると回答しまし
た。

「高い成果を達成」／「強く同意 
する」を選択した回答者

56%

45%

44%

のトランスフォーマーが、部署間・組織
横断でのコラボレーションを大幅に向
上していると回答しました

のトランスフォーマーが、 自組織の職
員がAIテクノロジーと協働することで、
自身のパフォーマンスや仕事に対する
満足度が向上すると考えていることに
「強く同意する」と回答しました

のトランスフォーマーが、組織がAIスキ
ルを有する人材の育成、トレーニング、
定着に積極的に取り組んでいることに
「強く同意する」と回答しました

82%の回答者が、職員はAIと協働することで、
自身のパフォーマンスや仕事に対する満足度が向上す
ると考えていると回答しました。

82% 強く同意する／同意する

16% どちらでもない

2% 全く同意できない／同意できない
1% わからない

回答者は、AIと協働することで、パフォーマンスや仕事に対する
満足度が向上すると考えていますか？

N=2,620名の回答者 
*四捨五入をしているため、％の数字を加算しても100％にはなりません。

N=2,620名の回答者

https://www2.deloitte.com/us/en/pages/technology/articles/build-ai-ready-culture.htm
https://www2.deloitte.com/us/en/pages/technology/articles/build-ai-ready-culture.htm


1818

「人々は常に、チェンジマネジメン
トを軽視し、何が必要か考えてい
ます。いつも、簡単にできると考
えているのです。」

–組織設計コンサルタント
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職員の期待値の高まりは、近年の考え方の変化によるものかもしれません。多くの
組織は、できるだけ多くの仕事をAIに置き換えるのではなく、労働力を増強するた
めにAIを活用することのメリットを認識し始めています1。実際、調査対象組織のう
ち、できるだけ多くの仕事を自動化したいという強い要望を示したのは少数派
（30％）でした。

多くの組織が、人と機械のコラボレーション戦略をサポートするために行動を開始し
ています。全回答者の43％が、職員がインテリジェントマシンとより良く協働できる
ようサポートする責任者を任命したと回答しました。また、全回答者の44％が、最
上層レベルの意思決定を支援するためにAIを活用していると回答しました。

一方で、人と機械のハイブリッドな労働力を実現するためにさらに必要とされる行動
に大きなギャップがあることもわかりました。全回答者のうち、AIを最も効果的に適
用するタイミングについて職員を積極的に教育していると回答したのはわずか21%
であり、技術職／専門職以外の職員に対してユーザーフレンドリーなAIシステムを
利用できるようにしているのは25％、AIの参加型設計に職員を含めているのは
30％、人と機械のハイブリッドな労働力の観点から組織のプラクティスを再設計して
いると回答したのは36％でした。同様に、成果の高い組織のうち、AIパイロットに対
するイノベーション報奨金またはインセンティブを利用して、職員がAIシステムとさ
らに協働できるようにするために必要となる重要なアクションを取っていると回答し
たのは少数派（32％）でした。

組織がAIでより大きな価値を生み出せるかもしれない最大の機会の1つは、業務そ
のものを再設計することです2。

しかしながら、従業員の 
期待値を有効活用するには 
まだギャップがあります

アクション1：組織文化とリーダーシップに投資する 回答者の43％が、人とAIの効果的なコラボレーションを進める責任者を 
任命したと回答していますが、具体的なアクションは遅れています

N=2,620名の回答者

36% 
再設計に取り組んでいる

64% 
再設計に取り組んでいない

ハイブリッドな労働力のために人材プラクティスを 
再設計している組織の割合

21% 
教育を行っている

79% 
教育を行っていない

AIの導入・活用を効果的に行えるよう職員を 
教育している組織の割合

30% 
AI参加型設計に職員を含めている

70% 
AI参加型設計に職員を含めていない

AIの参加型設計に職員を含めている 
組織の割合

30% 
投資している

70% 
投資していない

人と機械のコラボレーションに投資している 
組織の割合

25% 
提供している

75% 
提供していない

職員にユーザーフレンドリーなAIシステムを 
提供している組織の割合
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人と機械の協働を 
改善する

人と機械の協働の強化に立ちはだかる最大の課題の1つは、結果を
出す可能性が最も高い人材モデルの先進事例が未だ出てきていな
いということです。

それは、すべてが未知ということではありません。インテリジェントマ
シンとの良好な協働関係を構築する上で明らかになってきた重要な
要素は、業務の専門家や現場の職員をアルゴリズムの設計に関与さ
せることで、アルゴリズムに対する信頼を育むことに注力することです。

例えば、グローバルリテーラーであるH&Mは、文化を変え、ビジネ
ス全体でのAI導入を改善するために、人を開発プロセスに関与させ
ることに注力しています。AIパイロットの初期段階では、H&Mはシー
ズン終了時のセール価格設定アルゴリズムのテストと開発にマーチャ
ンダイザーを関与させました3。開発とテスト全体にマーチャンダイ
ザーを関与させ、その過程でアルゴリズムと人による労働力の結果
を比較する品質テストを行った結果、人と機械を組み合わせたワー
クフローの方が、どちらかが単独で行うよりも優れた結果になること
がわかりました4。それだけでなく、そのプロセスに人を関与させるこ
とは、変革的なテクノロジーにまつわる文化と姿勢を変えることに役
立ちました。

アクション1：組織文化とリーダーシップに投資する

「組織文化は依然として
大きな障壁であり、それ
はまた組織がこれまでど
う運営してきたかでもあ
ります。それに取り組む
ことは、非常に大きな障
壁となっています。」

–グループ CIO
多国籍石油・ガス企業
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アクション2
業務を変革する
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業務のやり方を 
変えなければ、 
価値は発揮できません

アクション2：業務を変革する

AIが成功に向けて必要不可欠になるにつれ、多くの組織はAIを中心に業
務を再設計しています。これは、AIの導入だけでなく、品質と倫理的な活
用を確実に行うための重要なステップです。しかし、ほとんどの組織はこの
分野で成熟したというにはほど遠く、前回の調査以降、大幅な改善はあま
り報告されていません。

高品質なAIを提供するために明確なプロセスを確立し、役割を再定義す
ることでより高い成果がもたらされるというエビデンスがあります。それに
も関わらず、「グローバルAI 活用企業動向調査」の前回と今回のいずれか
の調査において、そのようなプラクティスを取り入れるという点で市場はほ
とんど成長していません。前回と今回の両方で、常にMLOpsに従い、ワー
クフローを再設計し、AIモデルのライフサイクルを文書化していると回答し
た回答者はわずか3分の1でした。

この点において進歩がないことは重大です。なぜなら、業務に関係する先
進事例は、成果に最も関連する行動であったためです。つまり、より高い
成果を求める組織にとって、業務のやり方を変え、AIモデルの評価と対処
を定期的に継続して行うことに注力することは最も重要な重点分野の1つ
なのです5。

「競争力をつけるには、 
運用とプロセスの 

変革に挑戦しなければ 
なりません。」

–グループマネジャー
多国籍エンジニアリング・テクノロジー企業
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今年の調査では、業務の先進事例を一貫して採用することには進展が見ら
れませんが、成果の高い組織は以下を含むさらなる業務の先進事例を採用
する傾向が顕著であることが再確認できました。

 • 導入したAIモデルとアプリケーションのROI（費用対効果）をトラッキ
ングしている（成果の高い組織が86％に対し、低い組織は71％）

 • AIモデルにインプットするデータのガバナンスと品質のためのプロセス
を文書化している（成果の高い組織が77％に対し、低い組織は62％）

 • 文書化されたMLOps手順を順守している（成果の高い組織が76％に
対し、低い組織は63％）

 • 文書化された AI モデルのライフサイクル公開戦略に従っている（成果
の高い組織が84％に対し、低い組織は66％）

 • AI モデルとアプリケーションの開発に共通の一貫したプラットフォーム
を使用している（成果の高い組織が81％に対し、低い組織は66％）

 • AIの品質・リスク管理プロセスとフレームワークを用いて、モデルの本
番運用前にAIモデルのバイアスやその他のリスクを評価している（成
果の高い組織が78％に対し、低い組織が63％）

この調査結果は、上記および他の類似アクションを取り、継続することで、
より高いAI成果がもたらされる可能性を示唆しています。特に、調査対象
の組織の過半数（60%）が、AIソリューションを組織の成功にとって戦略上
「非常に重要」と考えており、その中には調査対象の低成果組織の55%以
上も含まれていることを考えると、このことは非常に重要です。

業務の先進事例―成果の高い組織と低い組織
（「通常」または「常に」を選択した回答者）

N=2,620名の回答者

アクション2：業務を変革する

86%

82%

81%

81%

78%

77%

76%

71%

66%

66%

68%

63%

62%

63%

84%
66%

 成果の高い組織      成果の低い組織

導入したAIモデルとアプリケーションの 
ROIをトラッキングしている

文書化された AI モデルの 
ライフサイクル公開戦略に従っている

人中心のデザインを 
採用している

AI モデルとアプリケーション開発に共通の 
一貫したプラットフォームを使用している

プロジェクトのライフサイクル全体を通じて 
AIのサイバーセキュリティリスクに対応している

AIの品質・リスク管理プロセスとフレームワークを用いて、 
モデルの本番運用前にAIモデルのバイアスやその他のリスクを評価している

AIモデルで使用されるデータをカタログ化・制御する 
プロセスを文書化し、品質を確保している

AIソリューションを開発する際、テストや継続的な改善計画の 
手順を含め、文書化された MLOps手順を順守している
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前述の先進事例に加えて、調査結果は、特定のリスク軽減ス
テップへの取り組みがいかにより優れた成果をもたらすことに
役立つかを明らかにしています。AI関連リスクは、組織にとっ
て非常に重要な問題です。調査の結果、AIによる意思決定に
関する説明可能性と透明性の欠如、データプライバシーや同
意の不適切な管理、AIシステムの安全性への懸念といったリ
スクはすべて、組織が懸念する倫理的リスクとして大きくク
ローズアップされています。Trustworthy AI™ 6は、最終的に
は厳格なプロセスとチェックアンドバランス（抑制と均衡）が
確実に行われているかどうかにかかっています。組織は一般的
に、Trustworthy AI原則に沿った倫理的なAIフレームワーク
を採用すると、より優れた成果を達成しています。本調査の結
果では成果の高い組織はこれらの運用プロセスをより多く採
用している傾向が全般的にあり、AIソリューションが倫理的お
よび品質基準を満たしているという信頼感を高めるのに役
立っています。

こうしたリスクを管理することは、組織のAIの取り組みに大き
な影響を及ぼす可能性があります。実際、回答者の50％がAI
関連のリスク管理をAIプロジェクトの規模拡大における最大
障壁の1つとして挙げています。それでも、AIリスク管理を組
織のより広範なリスク管理の取り組みと整合させている回答
者は33％にとどまります。

概して、今回調査を行った組織は、AIリスクを軽減するための
カギとして、トレーニングに大きく頼っています。実際、回答者
が答えたリスク軽減戦略のトップ2は、AIの倫理的問題を認
識して解決するためのAI開発者へのトレーニング（35％）と、

AIとの生産的で前向きな関係を育むための職員のトレーニン
グやサポート（34％）でした。この取り組みが実際にどれほど
意義があるかについては多少疑問があるかもしれません。他
の設問への回答では、AI関連のトレーニングが、変革を成功
させ、リスクを軽減するために必要なほど普及していない可
能性を示唆しています。

AIリスクを管理する
アクション2：業務を変革する

リスク軽減戦略―
成果の高い組織と低い組織

成果の高い組織

成果の高い組織

成果の高い組織

成果の低い組織

成果の低い組織

成果の低い組織

32%

34%

34%

37%

34%

33%

AIシステムの構築実務者へAI
に関する倫理的問題を認識し解
決する方法をトレーニングして
いる

職員へAIとの生産的で良好な
関係を育むためのトレーニング
やサポートを提供している

AI倫理に関する先進事例につ
いて外部関係者と協働している

N=2,620名の回答者

https://www2.deloitte.com/us/en/pages/deloitte-analytics/solutions/ethics-of-ai-framework.html
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ケーススタディ：倫理的にAIリスクへ対処する

ある金融サービス会社は、部署間で複数のアプリケーションが
存在し、監視、リスクの特定、ガバナンス、各種文書に一貫性
がなく、そのためにAIによるリスクの増大に直面していました。
同社のAIモデルとアプリケーションは、結果を素早く、時には
数時間以内に生み出していました。また、AIモデルはその性質
上、アルゴリズムを学習および調整して自身のパフォーマンスを
最適化していく能力を元来備えているため、強力なリスク軽減
戦略がなければ、すぐにコントロール不能に陥る可能性があり
ました。

こうした問題により、同社は、顧客体験の悪化、ブランドイメー
ジの低下、また法規制やコンプライアンスの違反にさらされる
可能性がありました。同社の経営幹部は、AIが会社の意図した
運用の範囲（ガードレール）内で機能することを保証する、より
堅牢なメカニズムが必要であることに気が付きました。

これに対処するため、同社は現在のリスクの管理と新たに生ず
るリスクの監視を行うための厳格なプロセスの開発に着手しま
した。まず、各モデルのリスクプロファイルを明確に把握するた
め、さまざまな部署が所有している60のAIモデルを徹底的に
分析しました。 そして、AIガバナンスやリスク管理の専門家が、
同社のデータサイエンスチームと協力してAIモデルをレビュー
し、リスク評価を開発しました。各AIモデルは、主なリスク側面
とAIに関する基本的な倫理的枠組みに照らし合わせてレ
ビューが行われました。

推奨された手順には、責任あるAIモデルの開発と導入を可能
にしながら、問題へ対処し軽減するようなプロセスの変更が盛
り込まれました。ガバナンス計画にはまた、現在行われている
監視計画と、AIリスクの管理に必要なトレーニングが定められ
ました。

この取り組みにより、適切なガバナンスとコントロールを備えた
責任ある方法でAI導入を管理するためのアジャイルかつター
ゲットを絞った運用モデルが実現しました。また、AIアプリケー
ションのチェックが行われない場合に、それがビジネスの文脈
を無視してどのような結果に繋がりうるのかについての理解を
深めることができました。

おそらくさらに重要なことは、リスク軽減の取り組みを通して、
AIを人により近いものにできたことです。同社がAIを監視する
担当者を雇用し、各AIモデルが裏で行っている学習を明確にし、
AIモデルが予期しない結果を出した場合に、ガードレールと説
明責任があるということを確認しました。

アクション2：業務を変革する
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アクション3
テクノロジーと人材を組み合わせる
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AIスキルを有する経験者を採用する

35% 
テクノロジーベンダーからパッケージ化された
ソリューションを購入する

30% 
AIをサービス（AI as a Service）として 
サブスクリプション／レンタルする

35% 
社内でAIを構築する

社内リソースへAIに関する再教育を行う
53%

34%

AI人材の獲得

AIソリューションの獲得

N=2,620名の回答者

AIが全ての組織にもたらす大きな変化の1つは、テクノロジーと人材への投
資を並行して計画し、それぞれを重要なスキル セット、つまり人と機械が一
体となったた労働力の供給源として見なす必要があるということです。

エンタープライズAIを構築し、拡張し、革新を進めるために必要なテクノロ
ジーと人材を集めることは、どの成熟段階においても進化する上で課題となっ
ています。特に、熟練したAI人材の不足についてはよく知られています7。幸
いなことに、ここ数年間で成功実績のある多くのAIモデルやトレーニングセッ
トが市販のソフトウェアやオープンソース商品に組み込まれ、AIの取り組みを
促進したり、人材不足の影響を軽減したりするのに役立っています。しかしな
がら、組織がAIを使用してツールやアプリケーションを差別化できるかどうか
は、依然として社内で獲得できる人材に大きく左右されます。

これは、組織が成熟するにつれてある種のパターンになるようです。AI活用の
初期段階にある組織の場合、ベースラインのAI人材を得るために外部から人
材を採用し、既存の社内人材へのトレーニングやより差別化されたテクノロ
ジーの構築、エコシステムソリューションやアライアンスのより効果的な評価、
提携、導入に役立てる必要がありそうです。最も先進的な組織でさえAIトラ
ンスフォーメーションは初期段階にある中、今回調査を行った組織の大半は、
既存の職員をトレーニングし直すよりも、外部から新たなAI人材を採用する
ことを依然として優先していると回答しています。AIの経験年数が短い企業
は、外部パートナーへ依存する傾向が強く、時間の経過とともにニーズをより
明確になるにつれ、スキルのある職員を有する小規模企業を買収する方向性
にシフトする傾向にあります。

これと一致するように、調査回答者の大多数は、社内で独自のAIソリューショ
ンを構築しようとする（35％）のではなく、商品またはサービスとしてAIを取
得し（65％）、AI活用を開始したばかりの段階では特に既製のソリューション
に頼る傾向にあるようです。また、組織がベンダーと協力してカスタマイズさ
れたシステムやプロセスを共同で開発することも依然として一般的です。 AI
は未だ新しいテクノロジーであるため、多くのベンダーは完全に構築されたソ
リューションではなく、キットのようなプラットフォームを提供し続けています。

5年前であれば、参入してまもない組織は既製のソリューションを実装するだ
けで十分に差別化できたかもしれません。しかし、市場の成熟度の高まりと
共に、より大きな差別化をもたらす、さらにカスタマイズされた社内ソリュー
ションの開発やトレーニングを行う組織も出てきています。調査データもこれ
を裏付けています。AI実装の経験年数が長い組織ほど、独自のAIソリューショ
ンを構築しようとし、経験年数が短い組織は、パッケージ化されたソリューショ
ンに頼る傾向があります。

テクノロジーと人材のこうした融合により、これらのより垂直的な機能とソ
リューションを組織内でどのように位置づけるかについて、多くの疑問が生じ
ています。過去2年間の調査データからは、どのモデルがより強力な成果をも
たらすかについて、まだ一致した意見がないようです。しかし、これは組織が
AIの実装規模を拡大する際に考慮すべき重要な問題です。

AI時代では、テクノロジーと人材の獲得を同時に行います
アクション3：テクノロジーと人材を組み合わせる
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1年未満

1～2年

3～6年

7～10年

10年以上

AI経験年数別AIソリューションの実現方法

社内で構築 テクノロジーベンダー
からパッケージ化され
たソリューションを購入

サービスとして利用 
（サブスクリプション／レンタル）

「AIの取り組みを始めたばかりで
あれば、社内には専門家がいない
でしょうから、外部の専門家が必要
になるでしょう。しかし、一度AIを
人に教えられる上級者が育てば、
社内でAIを構築できるようになる
でしょう。」

– 機械学習の責任者 
多国籍自動車部品メーカー企業

N=2,620名の回答者

34% 40%

34%

34%

33%

33% 32%

31%

30%

29%

25%

36%

37%

35%

35%

*％は四捨五入しているため、加算しても100にならない可能性があります。



2929

「私が見てきた中で最も成功し
ている組織は、外部の技術的
リーダーシップに投資している
組織です。それにはインセン
ティブを正しく付与することが
必要です。外部の技術的リー
ダーシップに投資することで、
難しい（技術的な）質問に答え、
現実的なフィードバックを（非
技術的なリーダーに）提供する
専門知識を持つ人材が入社す
ることになるのです。」

–ジェネラルマネージャー、AI戦略
非営利アカデミック医療センター
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アクション4
価値が増大するユースケース
を選定する
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AI活用の始め方がその後の行方を決めます
アクション4：価値が増大するユースケースを選定する

回答いただいた組織は幅広い業務領域や業界でのプロセスにおいて、AIを実
装していますが、ユースケースの採用順序には特定の傾向があります。当然な
がら、企業がAIへの投資を増やすにつれて、結果的に取り組むユースケース
の範囲は拡大します。しかし、どの業務プロセスから着手するか？この選択は、
どれくらいのスピードでどれくらいの成果を上げ、その後の勢いをつけることが
できるか？の軌道を決定することになりかねません。

難易度が高すぎる、あるいは非常に長期的またはメリットが小さいユースケー
スを選んでしまうと、投資意欲が低下し、さらなるイノベーションが阻害され、
AIがもたらす変革のスピードが遅くなる可能性があります。一方、実現が容易
なユースケースや投資に対するリターンが比較的早い、あるいはリターンが比
較的高いユースケースから始めると、さらなる投資への機運が高まり、AIの恩
恵を加速させる社内の文化や組織の変化を促進しやすくなります。

さらに、業務プロセス、慣行、規制の状況は業界によって固有のものが存在し、
それらは各業界の企業がAI投資を追求する方法、およびAIからのインサイト
をどの程度意思決定に組み入れるかに大きな影響を与えます。例えば、調査
回答企業は、業界全体での上位のAIユースケースには、クラウドコスト最適化
（44％）、音声アシスタント・チャットボット・対話型AI（41％）、予知保全
（41％）、アップタイム・信頼性最適化（41％）などが含まれると回答してい
ます。ただし、上位のユースケースは業界によって異なる場合があります。例え
ば、テクノロジー・メディア・通信の48％、ライフサイエンス・ヘルスケアの
47％、エネルギー・資源・生産財の46％が、クラウドコスト最適化にAIを活
用しています。一方、政府・公共サービスの43％は予知保全にAIを活用し、
金融サービスの42％は音声アシスタント・チャットボット・対話型AIにAIを
活用しています。

次のセクションでは、各業界の最も一般的なユースケースを紹介します。業界
内でのみ通用するAIアプリケーションに焦点を置いているケースがある一方、
例えば、マーケティングの強化やサプライチェーン全体の効率化など、業界共
通機能でのアプリケーションに焦点を置いているケースもあります。
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消費財業界には、コンシューマ製品からホテル、レストラン、航空会社まで、さまざまな
ビジネスが含まれます。それぞれ、企業価値に大きな影響を及ぼす因子（バリュードラ
イバー） が大きく異なりますが、どの会社も、消費者へサービスを提供することに注力し
ているという点で一致しています。

各業種内において、採用ユースケースには大きな幅がある可能性があります。コンシュー
マ製品や製造業の企業では、人員不足や熟練したオペレーターの雇用に最も苦慮して
いる中小企業と、投入コストや大規模で複雑な生産プロセス全体のコスト管理に最も
苦慮している大企業と違いがあるようです。前者のグループは、AIアシスタントを仮想オ
ペレーターアシスタントの形で現場に導入することで最も成果を上げている傾向があり
ます。一方、大企業は、隠れた機会や見落とされた節約領域を特定するために、AI駆動
型バリューチェーン最適化に投資することでより高い成果を上げている傾向があります。

スペアパーツ管理やフリートマネジメントなどの最適化の問題（本質的にコスト削減）
に注力している運送会社は、自動運転車両へのさらなる投資を推進している会社よりも
パフォーマンスが低い傾向があります。自動運転車両を採用した会社では、それによっ
て大きな組織や業務の変化を促すことになります。

小売においては、「AIを活用したセールスプロモーション管理」など売上拡大のために
AI投資へ注力している企業は、売上単価の低下を招いたり、顧客が割引やより安価で
の取引を期待してしまったりすることが見受けられます。業績の良い企業は、価格差別
化への投資から着手する傾向があります8。

この業界における短期的および長期的なAI活用についてさらに詳しく知りたい方は、デ
ロイトの「業界別AI活用のすゝ め」をご覧ください。

消費財

アクション4：価値が増大するユースケースを選定する
現在、業務上または日常的にAIを使用しているプロセス（上位15位）

カスタマーエクスペリエンス 
およびマーケティング

オペレーション、ファイナンス

人材およびHR

45% 45%

45%

46%

43% 43%

44%

42%

42%

42%

42%

42%

42%

41%

40%

消費財企業（N=525）

カスタマーサービス 
運用

音声アシスタント・チャット 
ボット・対話型AI

パーソナライ 
ゼーション

カスタマーフィードバック 
分析

予知保全

データプライバシー 
およびガバナンス

アップタイム・ 
信頼性最適化

予測リスクおよび 
コンプライアンス管理

ITオペレーション 
管理

調達

売掛金管理

研究開発

安全性および品質

求人・採用

要員計画最適化

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/about-deloitte-japan/ai-dossier.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/about-deloitte-japan/ai-dossier.html
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数十億ドル規模のあるグローバル食品原料企業は、より多く
の情報に基づいた価格設定を行う必要がありました。営業
担当者は直感と個人的な経験のみに基づいて見積もりを作
成しており、顧客との交渉を上手く運ぶための競合情報や分
析からのインサイトによる裏付けはありませんでした。

同社は、顧客および製品レベルで価格目標を算出し、営業
担当者が製品とサービスの価値を顧客に伝えるための定量
的なインサイトを得るため、分析価格設定ソリューションを
実装しました。このソリューションにより、交渉と利益を改善
するwhat-ifシナリオプランニングも可能になり、新しい価格
設定と販売促進の枠組みにより、同社の年間売上高は2％
増加しました。

消費財業界のケーススタディ9

アクション4：価値が増大するユースケースを選定する
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COVID-19が世界的に流行してから2年が経ち、ライフサイエンス・
ヘルスケア業界の企業にとってAIが重要であるという認識はますま
す明確になっています。特にバイオ医薬品企業の経営幹部の間では、
イノベーションを起こし競争で優位に立つために、テクノロジーに関
するリスクに取り組む緊急性が高まっています。

本調査のデータによると、ライフサイエンス・ヘルスケア業界全体に
おける上位のユースケースは依然として、繰り返し作業や業界横断で
共通する一般的な業務プロセスを自動化することに注力している傾
向があります。この傾向は多くの業界で見られ、バックオフィス業務が
上位10位以内にランクインする頻度が高くなっています。ただし、各
業種を詳細に見てみると、上位のユースケースに興味深い違いがいく
つかあることがわかります。

ライフサイエンス業界では、医薬品製造のスマート化など、より高度
で業界固有のユースケースが存在し、その存在感は衰えの兆しを見
せていません。バイオ医薬品の研究開発バリューチェーンにおけるAI
の役割は、スマートな創薬アプリケーションの卓越した役割にはっき
りと現れています。

ヘルスケア固有の上位のAIユースケースとしては、予測診断、患者エ
ンゲージメント、保険詐欺の検出、病院のスマート化といった、AI支
援型診断の変革をもたらしうる分野での成果モニタリングへの注力
が挙げられます。近年では、医療の提供がより公平にする上で、信頼
できるAIの役割が急速に高まってきています。この点で特に重要なの

は、不公平で不平等な医療提供や保険適用につながりうるモデルバ
イアスを防ぐことです。近年ではもう1つ、ヘルスケア業界において、
世界的なパンデミックが企業のAI導入へ及ぼす影響が加速している
可能性が指摘されています。パンデミックは、病院やその他の医療提
供者が医療の緊急事態に対応する上でAIがいかに役立つかを浮き彫
りにしました。パンデミックの結果、多くの主要な医学部や病院がAI
に焦点を当てた部門を設立し、将来のこのような極端な世界的状況
下で医療サービスの提供をAIによってより適切に予測・最適化する
方法を発展させることに取り組んでいます。

興味深いことに、両方の業種を見ると、まだスターターのカテゴリー
に属している回答者は、AIがより成熟したプレイヤーと比較して、価
値は高いものの難易度が非常に高いユースケース（研究開発やコン
ピューター支援型診断など）へ注力することが増えているという結果
が見られました。

この傾向によって、AI導入のスピードが落ちる可能性があります。もっ
と簡単に達成できるであろうユースケースからの成果やより早いリ
ターンを損ないかねないためです。

より多くのAI先進企業が、業界にとらわれない戦術的なケースでテク
ノロジーに依存しているということは、相対的に言えば、AI導入の真
の見返りが今のところ業界横断で共通するユースケースにあることを
示しています。

また、ライフサイエンス・ヘルスケア業界固有のAIユースケースの導
入の妨げとなるいくつかの障壁についても裏付けている可能性があり
ます。

これはまた、AI活用の成熟に向けた取り組みの初期段階で意思決定
プロセスがいかに重要であるかを物語っています。より短い期間で成
果が得られるAI戦略を策定することが重要であると同時に、より急な
学習曲線と価値実現までにより時間がかかるユースケースを特定す
ることも重要です10。

この業界における短期的および長期的なAI活用についてさらに詳し
く知りたい方は、デロイトの「業界別AI活用のすゝ め」をご覧ください。

ライフサイエンス・ヘルスケア（LSHC）

アクション4：価値が増大するユースケースを選定する
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現在、業務上または日常的にAIを使用しているプロセス（上位15位）
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COVID-19により、消費者が医療サービス提供者との関わり方
に敏感になったことで、医療サービスの需要が拡大しました。
ヘルスケア業界での成功とは、シンプルでシームレスな患者接
点を意図するようになりました。例えば米国のある大手医療機
関は、患者のニーズを満たし、患者への素晴らしい体験を提供
しようとしていました。最初の課題は、患者とのやりとりをパー
ソナライズ化し、治療を効率的に調整し、患者が服薬を遵守で
きるようにすることでした。必要なケアを受けるために患者が
従わなければならないタッチポイントが多すぎて、調整が難航
することが頻繁でした。一方、同機関では、特にCOVID-19の
パンデミックによってサービスの需要が増加したことから、これ
らのニーズに迅速に対応するために、データサイエンスとクラウ
ドデータエンジニアリング機能を拡張する必要もありました。

これらの課題を解決するための最初のステップは、既存の
ギャップを把握するために、現在の患者の治療に向けたプロセ
ス、データ、テクノロジーを評価することでした。その情報に基
づき、クライアントは以下を使用して、エンドツーエンドのAI駆
動型パーソナライズソリューションを設計および実装することが
できました。

 • プロセスに関与していない可能性のある患者を特定し、分
類するクラスタリング手法

 • 各患者と個別につながる適切なコンタクト方法を特定する
ための強化学習

 • 患者が希望したコンタクト方法（ショートメッセージ、電話、
メールなど）でメッセージを自動的に送信することで本来
の効率性を生み出すオムニチャネルプラットフォーム

新たな一連のAIユースケースを実装することで、クライアント
は現在、パーソナライズ化された患者体験の強化、服薬遵守の
改善、治療費の削減を実現しています。拡張性のあるAI駆動
型パーソナライゼーションは組織全体にわたり、患者サービス、
治療の調整、およびキャンペーン管理をサポートします。

AIは全体を通じてイノベーションを推進する原動力となりまし
た。機械学習モデルから得られたデータとインサイトを使うこと
で、各患者の医療ニーズを把握し、複数のコミュニケーション
チャネルを通じて、いつ、どのように、どのサービス内容を提供
するかを自動的に決定できるようになりました。この取り組み
は同機関の患者の約10％に影響を与え、1億ドル以上の収益
をもたらしました。

ライフサイエンス・ヘルスケア業界のケーススタディ11

アクション4：価値が増大するユースケースを選定する
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エネルギー・資源・生産財業界は、さまざまな資産集約型セクターの集合
体であり、範囲は石油、ガス、化学から公益事業、生産財に及び、個々の製
造プロセス製造に重点を置いています。これらの企業は、運用に関連するデー
タを蓄積するため、過去20年間にわたり相当量の時間、資金、リソースを投
資して機器とテクノロジーを配置し、相互接続を行ってきました。これは、IT
クラウドのコスト設定、データ管理のアップタイム・信頼性の最適化、データ
エンジニアリングのスキルを持つ人材の増加に注力しているという調査結果
から明らかです。一方、さまざまなデータプラットフォームにストリーミングさ
れた構造化データおよび非構造化データ（ビデオや監視カメラ、機械制御シ
ステムなど）の量は飛躍的に増加し続けています。これにより、ER&I企業は、
蓄積された膨大な量の多種多様なデータから、人がアクセスできるインサイ
トを取得して提供し、より多くの情報に基づいたより適切な意思決定を行うと
いう新たな課題に直面しています。

私たちの調査によると、ER&I業界ではデジタルやデータ基盤はAIの機が熟
していますが、AIテクノロジーを活用するための運用モデルは他の業界と比
較してまだ浸透していません。現在のAI活用は、自動化や分析の用途でバッ
クオフィス業務において最も普及しているようですが、さまざまな業務テクノ
ロジーのデータセットはサイロ化された個別の業務内にとどまっています。企
業がAIを中核業務でより広く導入することへの課題は、データ品質や一元管
理に関する継続的な課題や、業務上の意思決定を昔からエンジニアリング原
則へ依存してきた経緯などいくつかの要因に起因している可能性があります。
これは、ひいては、高度な分析、機械学習、または人工知能によってもたらさ
れる従来は認識しづらいインサイトよりも、自然科学の基本法則を重視する
人々が業界内に相対的に多いことを示しています。業界での導入が進まない
理由として、回答者が挙げたその他の理由には、長期的価値の創造とは反対
に周期的にコストが重視されていること、革新的なAIテクノロジーを導入す
るための組織のチェンジマネジメント機能が欠如していること、そしてAIの取
り組みから実現される価値を説明しトラッキングを行うためのコーポレートガ
バナンスが十分に発達していないことなどがあります。

重要な意思決定のためのAIに対する信頼は、組織の能力が発展するにつれ
て、ER&Iで成熟し続けていくと予想されます。ER&I全体にわたり安全性や信
頼性が非常に重視されているため、全ての新しいテクノロジー、特に設備や
現場資産と人とのやり取りを変えるテクノロジーに対して検証を行い、注意を
払っていく必要があります。組織がAI人材、プロセス、テクノロジーの能力を
成熟させるにつれて、トレーサビリティと説明可能性を中心にAIシステムへの
信頼が継続的に向上していくと考えられます。

ER&I業界は厳しい規制と地政学的要因により影響を受けるため、この業界
のほとんどの企業にとって、進化するAI導入戦略の再構築と見直しを検討す
ることが重要です。「価値実現フェーズ」では、資源抽出の加速、非生産的な
時間やダウンタイムの削減、安全レベルの向上、分散型エネルギー資源と再
生可能資源による収益源の強化、車両管理とルート最適化、そして、環境、サ
ステナビリティおよびガバナンスの指標を収集する自動化の改善に重点を置
いたデータ活用が必要です。そのためには、業界内のAI専門知識を強化する
ことが、特にER&Iに固有で潜在性の高いユースケースの多くにおいて重要と
なるでしょう。

クラウドインフラストラクチャからエッジコンピューティング、IoTセンサーから
サイバーセキュリティメカニズムまでに至るテクノロジーの進歩により、デー
タ可用性のコストはより安価でより安全になりました。高度な分析とAIを活
用することで、ER&I企業はプロセス全体にわたり傾向を特定し、事象を予測
し、そして混乱に迅速に対応し、効率を向上させることができます。さらに、よ
りデジタル化が進んだ未来は、この業界が人の限界を超え、エンドツーエンド
のバリュー チェーンが効率的かつ効果的に機能し、イノベーションに注力し
続けるのに役立つような意思決定を可能にします。

業界の経営幹部は、資産が稼働している最前線の現場でのAI活用に大きな
可能性があることを認識しているようです。調査結果は、予知保全、安全性お
よびプロセス最適化の分野で良好な伸びを示しており、他の業界がAIの重要

性を確固たるものにするために活用してきた処方的インサイトへ向かう傾向
があることを示しています。これは、ER&I企業が最も困難な、昔から続く問
題に取り組み、新しい考え方や未来像に向かって跳躍するときに起こることの
前触れである可能性があります。

この業界における短期的および長期的なAI活用についてさらに詳しく知りた
い方は、デロイトの「業界別AI活用のすゝ め」をご覧ください。

エネルギー・資源・生産財（ER&I）

アクション4：価値が増大するユースケースを選定する
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現在、業務上または日常的にAIを使用しているプロセス（上位15位）
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ある大手工業製品メーカーは、保証費用と価格請求への支出
を削減したいと考えていましたが、請求にかかる監査は気が遠
くなるほどの手作業で行われていました。しかし、もっと重要な
ことは、同社は、これらの請求の中に品質や安全性に関わる重
要なインサイトが埋もれているかもしれないという点を認識し
ていたことです。スマートAIソリューションは、より網羅的なレ
ビューと分析によって請求を適切に審査し、サプライヤーの
チャージバックや製品品質のエンドツーエンドでの管理を改善
することができました。

同社が求めるメリットをもたらすようなデータのレビューと分析
を可能にする堅牢な分析モデルをどのように実装できるでしょ
うか。同社は、この山のようなデータを最も効果的に掘り下げ、
埋もれているかもしれないと認識していたインサイトを明らか
にするため、AI駆動型ソリューションによって何百万もの分析
を実行し、保証と価格請求を継続的に監視し、異常、ポリシー
違反またはその他の不正行為による品質問題や潜在的な無駄
を検出しました。

テクノロジーが機会を特定すると、それらのインサイトをアラー
トやアクションプランに変え、人が高リスクのディーラーについ
て調査および情報収集をできるようにします。テクノロジーは
ユーザー観点から合理化されており、新しいデータを自動的に
取り込み、AIや専門的な分析モデルを活用し、ワークフローや
管理のトラッキングをサポートするインサイトやビジュアルを表
示します。

また、テクノロジー自体が自動化されただけでなく、その業務
も自動化され、完全に自動化された生産プロセスを通じて同
社の環境内に導入されました。導入以来、ソリューションはク
ライアントのビジネスに真の効果をもたらし、問題の検出、プ
ロセスの効率およびカバレッジの向上、また潜在的な復旧の機
会を特定するのに役立っています。同社は今では、問題をより
迅速に検出し、保証費用と価格請求への支出を大幅に節約し、
情報に基づいた将来のための意思決定を行うことができてい
ます。

この取り組みはまだ終わりを迎えることはないでしょう。クライ
アントは追加機能により、既存の分析をさらに改良し、監視対
象の問題をより正確に検出できるだけでなく、分析の範囲を広
げ、より多くの復旧と損失防止の領域を捉えることができます。
クライアントがインテリジェントな品質、保証の無駄、および価
格請求に関して発見したことは、ディーラーおよび販売店レベ
ルでの行動変化を促し、保証費用をさらに削減することにも役
立ちました。ソリューションは、彼らの働き方にプラスの影響を
与え、効率を上げました。

エネルギー・資源・生産財業界のケーススタディ12

アクション4：価値が増大するユースケースを選定する
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テクノロジー・メディア・通信業界の企業は、AIの重要性を他
のどの業界よりもはるかに強く認識しているようです。回答者の
72％が、今後5年間競争力を維持するためにAIが非常に重要
であることに強く同意しており、他の業界よりも12ポイント高い
です。

このことについて、あまり驚きはないかもしれません。なぜなら、
同業界で最初に頭に浮かぶブランドは、Google、Amazon13、
Facebook14といったデジタルネイティブ企業であることが多く、
こうしたブランドは多くの場合洗練されたAIの代名詞と見なさ
れ、販売している製品やサービスでAIが広く活用されているた
めです（その多くは、あらゆる業界で基本的なイネーブラーに
なっています） 。ただし、それが業界のすべてではありません。
AT&T15やHearst16など、TMTのいくつかのレガシーブランドも、
最も重要なブランドの1つです。

調査データによると、通信およびメディア企業は、トランスフォー
マーの割合が最も高いセクター（そして、偶然にも、アンダーア
チーバーの数が最も多いセクター）であり、AI導入が最も進ん
でいる傾向があります。この成熟度は、通信業界が長年にわた
り運用効率に重点を置いてきたこと、そしてメディア企業にとっ
てはデジタルマーケティング手法が急速に普及したことに起因し
ているとみられます。通信およびメディア企業はまた、顧客の獲
得と囲い込みのためにAI機能の開発を推進しており、そうした
取り組みはあらゆるセクターでこれらのユースケースが普及して
いることに反映されています。

概して、TMT企業で最も普及しているAIユースケースは、依然
として業界横断で共通する業務プロセスに焦点を当てています。
一方で、私たちの調査によると、通信・メディア・エンターテイ
ンメント（TME）は、映像コンテンツ分析や音声・映像マイニング、
制作業務の自動化などのAI導入のユースケースにおいて、わず
かに先行しています。クラウドへの移行やストリーミングの増加
などの外的要因が、こうした導入を後押しするイネーブラーに
なっています。これらは、このようなデジタルファーストの領域を
引き続き収益化する上での成長要因でもあります。ただし、
TME企業も未だ、標準的なビジネスプラクティスを可能にする
バックエンド業務に関連するユースケースから最大の価値を引
き出しています。

このグループのサブセクター間での興味深い違いは、TME企業
がテクノロジー企業よりも顧客データ（カスタマーフィードバック
分析など）から価値を創出するのに優れているとみられることで
す。しかし、TME企業はテクノロジー企業と比較して豊富な顧
客データを保有する傾向にある点を踏まえると、これは驚くべき
ことではないかもしれません17。

この業界における短期的および長期的なAI活用についてさらに
詳しく知りたい方は、デロイトの「業界別AI活用のすゝ め」をご
覧ください。

テクノロジー・メディア・通信（TMT）

アクション4：価値が増大するユースケースを選定する 現在、業務上または日常的にAIを使用しているプロセス 
（上位15位）

カスタマーエクスペリエン
スおよびマーケティング

オペレーションおよび 
財務

人材およびHR

45% 48%

43%

43%

44%

44%

42%

42%

42%

42%

41%

41%

41%

41%

40%

TMT（N=645）

カスタマーフィード
バック分析

音声アシスタント・
チャットボット・ 
対話型AI

カスタマー 
サービス運用

パーソナライ 
ゼーション

カスタマーセンター
最適化

クラウドコスト 
最適化

研究開発

バックエンドおよび 
生産業務の 
自動化

ITオペレーション 
管理

実験・テスト

予知保全

デジタルアセット／ 
ツイン

アップタイム・ 
信頼性最適化

データプライバシー 
およびガバナンス
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https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/about-deloitte-japan/ai-dossier.html
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ある大手グローバルテクノロジー企業のクラウドサービス
グループは、何年もの間、驚異的な成長をもたらしていま
した。しかし、昔ながらの方法で見込み客を獲得すること
に行き詰まっていました。

また、その企業成長は均等であったわけではなく、消費者
向け製品がそのほとんどを牽引していた一方で、企業向け
クラウドサービスはそうではありませんでした。企業向けク
ラウドサービスを販売するということは、顧客と関係を確立
することを意味し、その規模を拡大することははるかに困
難です。このことは、企業向けクラウドサービスの見込み客
獲得の改善に向け、最も大きな効果が期待されるデータサ
イエンスに同社の強みを集中する必要があることを意味し
ていました。

これを行うために、主に同社のデータを活用してさまざま
な機械学習モデルを構築し、見込み客を特定するための
考慮事項を2つから可能な限り増やすことにより、最新の
AI手法がいくつか浮上しました。

その後、最も効果的なモデルを選定して微調整し、顧客
データのパターンを学習させるためにマシンを稼働させま
した。バイヤーのタイトルに関してスイートスポット（自社
の得意分野と顧客が求めるものとが交差する点）はあった
か、どのくらいの頻度で接触があったか、時間帯はいつ頃

か？マシンによって明らかになったパターンは、マーケティ
ングチームが見込み客をより適切に特定し、優先順位を付
けるのに役立ちました。また、営業チームが各見込み客に
まつわる対応ニーズや、連絡の速度と頻度を具体的に把握
するのに役立ちました。

新しいデータを読み込ませれば、モデルは起こりうる結果
を予測するのにも使用することができます。クラウドサービ
スチームが見込み客への最初の接触方法を変えたとした
らどうなるか？違う製品のメリットを説明するべきか？この
ような重要で困難な作業はデジタルによって行われるため、
営業担当者は人が最も得意とすること（そしてマシンには
できないこと）、つまり人間関係を築くことに集中できるよ
うになりました。

このような業務効率化は、実際の結果につながっています。
導入から6か月以内に、同社のクラウドサービスグループ
はセールスパイプライン（見込み客から購入までの一連の
プロセス）全体で増加を記録し、見込み客から販売機会へ
のコンバージョン率は20％上昇しました。また、同期間に
おいてクラウドサービスの売上を拡大させた一方、営業
チームのコストは増加しませんでした。マーケティングチー
ムは以前よりもセールスパイプラインの拡大に貢献してお
り、営業チームはより多くの取引を成約させています。

テクノロジー・メディア・ 
通信業界のケーススタディ18

アクション4：価値が増大するユースケースを選定する
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金融サービス業界では、金融機関が顧客の期待の高まり、規制の変化、フィン
テックやネオバンクとの競争激化を乗り切る中、大きな混乱が生じています。

調査が行われた他の業界と比較して、金融機関は、AI活用の成熟度がわずか
に遅れている傾向があります。今後5年間で組織が競争力を維持するために
AIがどれほど重要であるかの設問について、調査回答者は平均を下回ってい
ます。全ての組織がコストを削減するためにインテリジェントオートメーション
への投資を続けていますが、一方で、調査したあらゆるビジネス（うち最も先
行しているのはフィンテックビジネス）において、複雑な事業、データ、テクノ
ロジーおよび規制環境について舵を取りながら、大きな差別化に向けての着
実な進展も見られます。

次世代のデジタルカスタマーエクスペリエンスと広範なリスク管理は、特に業
界にプラスの影響と収益性の高い成長をもたらす有益な機会になる可能性が
あります。さらに、自然言語の生成／処理と音声エージェントが、今後数年間
で金融機関が特に重視するテクノロジーとみなされています。

この業界における短期的および長期的なAI活用についてさらに詳しく知りた
い方は、デロイトの「業界別AI活用のすゝ め」をご覧ください。

金融サービス（FS）

アクション4：価値が増大するユースケースを選定する
現在、業務上または日常的にAIを使用しているプロセス（上位15位）

カスタマーエクスペリエンス 
およびマーケティング

オペレーションおよび 
財務

人材およびHR

40% 40%

42% 42%

38%

38%

38%

38%

38%

39%
39%

39%

39%

37%

37%

Financial services  （N=390）

音声アシスタント・ 
チャットボット・ 
対話型AI

パーソナライゼーション

カスタマーセンター 
最適化

カスタマーフィードバック 
分析

カスタマーサービス 
運用

財務報告および 
会計

クラウドコスト 
最適化

ITオペレーション 
管理

アップタイム・ 
信頼性最適化

プロセス自動化

営業／事業開発

予知保全

研究開発

要員計画 
最適化

求人・採用

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/about-deloitte-japan/ai-dossier.html
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多くの同業他行と同様に、米国のある地方銀行のリテー
ルマーケティングチームは、特定の地域にダイレクトメー
ルを郵送するマスマーケティングに依存していました。こ
のキャンペーンは、口座申込率が低く、キャンペーン製品
のオファーがパーソナライズ化されていないため、低い
ROI（費用対効果）に留まっていました。このアプローチ
では、どの顧客にオファーを送るかを決めるために顧客
別データを使用することができず、またリーチできる地域
が限定されているためより高い購買意欲が期待される他
の潜在顧客を見逃していました。

そのマーケティングチームは、既存の顧客データを充実さ
せキャンペーンによる口座申込率を上げたいと考えてい
ました。そうすることで、キャンペーンコストの削減とROI
の向上につながる可能性がありました。既存顧客データ
は、顧客と銀行とのやり取りについて把握するには十分
でしたが、キャンペーンの郵便広告を受け取った際にどの
顧客が口座を申し込む可能性が高いかを示すデータ要素
は不足していました。顧客の行動や考え方を捉えたサー
ドパーティーのデータを使用してキャンペーンエンジンを
構築することで、チームはダイレクトメールのオファーでよ
り少ない顧客をターゲットに絞りながら、獲得数の合計を
維持することが可能になりました。また、チームはより多
くの顧客をより適切にターゲティングすることで、より高い
コンバージョン率を達成する機会を得ました。

チームはあらゆるサードパーティーデータを使用して、AI
駆動の傾向モデルの開発を加速し、新規顧客の特定およ
びより適切なターゲティングを行い、コンバージョン率を
向上させることができました。このモデルでは、地元の小
売店での消費行動から資産価値、身体活動のレベルなど、
顧客の生活に関するさまざまな側面からデータを活用す
ることができました。さらに、最終モデルでは、小さなサ
ブセットとなる1,000のカスタマイズ可能な機能のみを使
用し、これらの機能は将来、さまざまな製品や地域のキャ
ンペーン効果を改善するために活用することができます。

同行は今や、顧客へのオファーについてターゲットを絞り
込み、パーソナライズ化する機能を急速に向上させたツー
ルを有しています。この取り組みにより、キャンペーンの
効果が向上し、コストが削減され、顧客のオーガニック成
長が促進されました。これにより、顧客チャネルの好みに
関するさらなるインサイトと組み合わせながら、社内の
マーケティング機能を再考し、進行中の次世代マーケティ
ングトランスフォーメーションを推進し、将来にわたって収
益性の高い成長を継続的に実現するための基盤が整いま
した。

金融サービス業界のケーススタディ19

アクション4：価値が増大するユースケースを選定する
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AIは、政府や公共サービス機関が業務運営を改善し、
新たな方法で市民のニーズを満たすのに役立つ大きな
可能性を秘めています。

政府・公共サービス業界では、機関によってその使命
が大きく異なり、またAIの導入についても機関によって
成熟度と追求するユースケースの両方が異なります。
私たちが調査したあらゆる機関（防衛から医療、高等
教育に至るまで）において、大多数は依然として自動
化によって効率化できるバックオフィス業務にAIの取り
組みを集中させています。

ただし、効率を重視した取り組みに加えて、政府や高
等教育のさまざまなセクターで、より固有の価値を生
み出すユースケースがいくつか現れ始めています。高
等教育機関は、マーケティング活動を改善するために
AIを活用するケースが増えており、また将来の職場で
学生が成功するのを助けるために、AIが将来チーミン
グにどう影響し、どう進化させるかについて調査してい
るようです。医療機関は主に、疾病の発生予測にAI機
能を活用しています。

防衛機関は、実験と能力開発においてより進んでいる
傾向があり、民間セクターへの普及につながりうるイノ
ベーションを推進しています。例えば、米国空軍研究所

は、センサーとウェアラブル端末を介して、パイロット
が新しいインテリジェントツールと協働するための最善
の方法を研究しています。データは、スマートマシンで
作業する際の作業ストレスや人為的ミスの原因を予測
するアルゴリズムを開発するために使用されており、パ
フォーマンスと安全性の問題が発生する前に予知する
のに役立ちます20。研究所のチームはまた、パフォーマ
ンスの低下が起こる前にどのようにテクノロジーがそ
れを予知したり、人をアシストしたりできるか、そして
人とマシンのパフォーマンスに最も影響を与える主な
要因は何かを調査しています。

政府機関は高い水準を課せられる傾向があるため、一
部の機関ではAIの導入をためらう傾向が強まっている
可能性があります。多くの場合、政府機関ではプライバ
シー、セキュリティおよび法定基準、そして、レガシー
システムとの互換性や作業負荷の増大など、民間企業
以上に多くのことを考慮する必要があります。

この業界における短期的および長期的なAI活用につ
いてさらに詳しく知りたい方は、デロイトの「業界別AI
活用のすゝ め」をご覧ください。

政府・公共サービス（GPS）

アクション4：価値が増大するユースケースを選定する
現在、業務上または日常的にAIを使用しているプロセス（上位15位）

カスタマーエクスペリエンス 
およびマーケティング

オペレーションおよび 
財務

人材およびHR

41%

41%

43%39%
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カスタマーセンター 
最適化

調査案件管理

予知保全
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最適化

ITオペレーション管理

アップタイム・信頼性 
最適化

インテリジェンス

売掛金管理

データプライバシー 
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プロセス自動化

環境モデリングおよび 
モニタリング／災害復旧

状況認識／指揮統制

安全性および品質

要員計画 
最適化

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/about-deloitte-japan/ai-dossier.html
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2020年の春、COVID-19の感染率は急速に上昇し、病院は患者に十
分なベッドを確保するのに苦労していました。高まる危機の中で、ある
州は、検査所を開設し個人用防護具（PPE）を最も必要とする感染リス
クの高い人々に配布することを優先したいと考えていました。しかし、対
象となる人々を特定することは容易ではありませんでした。物資の制限
や国民からの信頼低下に直面していた危機の初期において、感染リスク
が高い人々に検査とPPEを提供することは何より重要でした。

リソースが限られているため、PPEの戸別配布と教育は、予防対策が最
も効果がある地域で実施しなければなりませんでした。検査所の選定と
開設にも同様の課題がありました。 公共交通機関によるアクセスのし
やすさや移動距離、交通手段などの場所に関する考慮事項は非常に重
要でした。

州政府の公平性を重視したアプローチにおいては、所得格差、疾病率、
その他の基準を計算して、人々が外出するのに問題が最も少ない場所
を明確に記した全体図を作成する高度なデータマッピングが必要でした。

州政府がこれらの決定をするために必要なインサイトを得るため、特定
の健康状態に陥るリスクが最も高い人々を識別する予測集団健康分析
プラットフォームを設計しました。これは、米国で最大規模として知られ
る健康の社会的決定要因（SDOH）データベースの1つを活用しており、
これには50州すべて、世帯レベルで1,500を超える変数、そして20を
超える疾患の健康リスクモデルが含まれています。

データサイエンティストは、州政府の指導者のために、感染リスクの高
い人々の地域を特定する予測モデルと分析を作成しました。このデータ
は、特定の地域で英語以外の言語が話されている場所がどこか（つまり、
教育資料の翻訳や配布に必要な情報）を知ることにも役立ちました。ま
た、このプラットフォームは高度な地理空間分析を使用して、COVID-19
の影響を最も受けている住民が車で10分以内で行ける検査所を推奨
しました。

結果はすぐに出ました。州政府関係者は、数週間ではなく数時間でイン
サイトを受け取り、データ駆動の意思決定を迅速化しました。より迅速
に決定を下すことができれば、感染リスクの高い人々に供給できるワク
チンの数を増やすことができ、ウイルスの拡散を遅らせることができます。

この新しいデータ駆動型の「公平なレンズ」は、州政府が公衆衛生アク
セスへの格差を縮めることを目的とした長期的な緊急管理計画を正式
に策定するのに役立ちました。この種のものとしては初の公開ダッシュ
ボードが開発され、それにより、リソースやサービスを公平に分配するた
めの州政府の取り組みにスポットライトを当て、州政府や地方政府の指
導者が、住宅、所得、教育、ブロードバンドアクセス、失業などの主要な
社会的要因にわたって公平性を高めるよう動機付けしました。

政府・公共サービス業界のケーススタディ21

アクション4：価値が増大するユースケースを選定する
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日本の見解①
今回の調査における 
日本企業の調査結果概要
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ライフサイエンス・ヘルスケア

政府・公共サービス

金融サービス

消費財

エネルギー・資源・生産財

テクノロジー・メディア・通信

回答企業の業界別内訳

日本（n=110,前回） 日本（n=100,今回） グローバル（n=2620,今回）

※1

0%
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3%

3%

10%

24%

25%

31%

0%

0%

0%

0%

6%

9%

41%

33%

11%

秘書官

プログラムオフィスリーダー

副秘書官

執行副社長・上級副社長

副社長・副社長補佐役

シニアディレクター・ディレクター

職位

日本（n=100）

C-Suite以下の役員

C-Level 経営幹部

C-Suite 役員

グローバル（n=2620）

※2

今回の調査結果より、グローバルとの比較で日本の回答企業の特徴を整理す
る。次ページ以降、当該調査結果に基づく日本の傾向、そこから得られる示
唆を述べる。

今回の調査における日本の回答企業は100社（前回は110社）で、各業界
間で極端な乖離はなく、全体的にバランスの取れた業界分布である。

しかしながら、日本の回答企業の業界比率が一部大きく変わっている点には
留意が必要である。前回の調査では、約30%の回答比率を占めていた消費
財が今回の調査では7%の回答比率と大きく低下している（※1）。消費財業
界には、コンシューマ製品からホテル、レストラン、航空会社まで、さまざま
なビジネスが含まれている。それぞれのビジネスにて採用するユースケース
には大きな幅、および難易度の差があることから、この乖離は他業界に比べ
て大きくなる可能性がある点は留意が必要である。

また、回答者の職位に関して、日本の回答企業は特徴がみられた。日本の回
答企業では、経営幹部、副社長（補佐役含む）クラスが回答した割合は73%
であり、グローバルの割合44%に比して差異が大きかった（※2）。なお、前
回の調査では事業部門長、部門長など現場のトップクラスが過半数を占めた。
ここから、前回の調査結果と比較すると経営寄りの視点に基づく回答となって
いる可能性があることに留意が必要である。

日本の回答企業の特徴

日本の見解①
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21% 20%

28%
31%

43%

24% 23%

11%

28%

22%
24%

27%
29%

17%

26%
28%

スターター アンダーアチーバー パスシーカー トランスフォーマー

AI成熟度に関するグループ比率
※1

※2

日本（n=100,今回） 日本（n=110,前回） グローバル（n=2620,今回） グローバル（n=2875,前回）

今回の調査も前回の調査と同じ基礎分析モデルを採用した。その結果、日本
企業は大きく2つの特徴がみられた。

 • 前回調査と比較し、スターターの比率が減少し（※1）、 トランスフォーマー
の比率が大幅に増加した（※2）

 • トランスフォーマーの比率がグローバル平均を大きく上回った（※2）

トランスフォーマーの分類定義については、前回調査時よりも基準が難しく
なっているにも関わらず、トランスフォーマーの比率が上がっている（※2）。こ
こから、日本企業のAI利活用が大きく進展し、高い成果を上げた企業が増加
傾向にあることが読み取れる。
【参考：トランスフォーマーの定義】
・本格導入したAIアプリケーションの数：前回は「4」以上、今回は「5」以上
・高い成果を上げた取り組みの数：前回は「4」以上、今回は「5」以上

次ページ以降では、日本企業においてトランスフォーマーが増加した要因、お
よびAI利活用上の課題についてグローバルと比較する。

日本企業のAI利活用が加速している

日本の見解①
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30%

34%

33%

34%

32%

33%

32%

32%

37%

30%

28%

33%

32%

26%

31%

31%

32%

34%

35%

35%

36%

38%

38%

39%

41%

43%

構成員エンゲージメントの改善

部署間・組織横断でのコラボレーションの向上

組織のプロセスの効率化

貴重なインサイトの発見

新製品・プログラムおよびサービスの創出

意思決定の改善

需要予測

構成員ニーズの先取り

新規事業・サービスモデルの実現

AI導入成果の内訳（「高い成果を上げた」と回答した比率）

人材マネジメント改善／既存人材の活性化

新たな市場への参入／新たな構成員へのサービス拡大

日本（n=100） グローバル（n=2620）

※1

※2

コスト削減

既存製品、プログラム、サービスやオファリングのカスタマイズまたは改善

日本企業では、トランスフォーマーが増加傾向にあるが、日本企業の動向を
より深く理解するために、分類軸の1つである「成果の達成状況」についてグ
ローバルと比較する。

AI導入成果の内訳を俯瞰すると、日本企業はグローバルに比して、以下領域
で成果を上回った（※1）。

 • 新規事業・サービスモデルの実現
 • 新たな市場への参入／新たな構成員へのサービス拡大
 • 構成員ニーズの先取り
 • 人材マネジメント改善／既存人材の活性化

一方、日本企業はグローバルと比して以下領域で成果が下回った（※2）。
 • 構成員エンゲージメントの改善
 • 部署間・組織横断でのコラボレーションの向上
 • 社内プロセスの効率化
 • インサイトの発見

AI導入成果が最も期待できるのは「業務改善・コスト削減、効率化」、「新製
品やサービスの創出」、「新たな収益・機会創出（=売上向上）」、「構成員、
顧客・パートナー体験の改善」に大別できるが、今回の調査において、グロー
バルでは大きく「業務改善・コスト削減、効率化」に対して、日本企業では「新
製品やサービスの創出」領域でAI導入成果が最も期待できる傾向がみられ
た。このことから、日本企業は将来の成長（市場拡大）に向けた起爆剤のと
してAIを認識し、積極的にAI利活用に取り組んでいる様相が伺える。

成果の達成状況：日本企業は、新製品や新規サービス創出の手段としてAIを導入している

日本の見解①
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42% 42%
40% 40%

37%
34% 33% 32% 31%

29% 29% 29% 28% 27%28%

33%

40%
37%

32% 33%

26%

31%
33% 32% 34% 33%

37%
34%

レコメンデーション RPA パターン・異常
検知

画像認識 バイオメトリクス 音声エージェント

日本（n=100） グローバル（n=2620）

AIアプリケーションの導入状況※1

※2

シミュレーション
（デジタルツイン）

サイバーセキュ
リティ異常検知

自然言語処理
（感情分析）

シミュレーション
（仮想世界）

自然言語処理
（特徴抽出・要約）

インテリジェント
ロボット

チャットボット
（対話型AI含む）

予測／最適化

次にもう1つの分類軸である「導入したAIアプリケーション」の視点で、どの
ようなAIアプリケーションが導入されているのか、グローバルと比較した。

前回の調査結果では、日本企業は「RPA」、「パターン・異常検知」の導入率
が最も多く、「レコメンデーション」、「バイオメトリクス」、「自然言語処理」、「感
情分析」の導入率はグローバルに比してはるかに低い導入率であった。今回
の調査結果では、日本企業は「シミュレーション（デジタルツイン）」、「レコメ
ンテーション」の導入率が最も多く、グローバルに比して大きく上回る結果と
なった（※1）。

一方で、日本企業は「チャットボット（対話型AI含む）」、「予測／最適化」の
導入率がグローバルに比して大きく下回る結果となった（※2） 。

今日の技術視点で俯瞰すると「チャットボット」は、従来の一問一答形式から、
対話をしながら質問に答えるインタラクティブ技術（対話型AI）に発展してい
る。また、2022年後半からは生成系AIを活用し、人の高度な質問に対して
も回答する形式が登場している。他方、「予測／最適化」では、例えば、過去
から現在までの売上データに基づき、今後の売上予測を行い、最適な打ち手
について考察シミュレーションまで行えるAIが登場している。

2022年調査時点で、日本企業はグローバルに比して「シミュレーション」、「レ
コメンデーション」領域の導入率は先行しており、 「チャットボット（対話型AI
含む）」、「予測／最適化」の導入率は遅れていることが伺えるが、 「チャット
ボット（対話型AI含む）」、「予測／最適化」領域の今日の技術革新により
2023年以降の導入率は向上する可能性が大である。

AIアプリケーションの導入状況：日本企業でもAIアプリケーションの導入が進んでいる

日本の見解①
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AI導入に向けた取り組みの内訳
（%：「完全に同意する」との回答のみカウント）

49%
46%

41%
35%

24% 23% 21% 19%

42%
47%

41%

34% 35% 34%

27%
22%

部門がより多くのAI知見獲
得のために、AI CoEを設
立した

AIの進化を最大化する
ためにAI活用による新
たな役割・組織を新設
した

組織は、AIに精通したプロフ
ェッショナルの育成、維持に
積極的に取り組んでいる

従業員が新しいテクノロジーを
業務に取り入れられるよう、チ
ェンジマネジメント、インセンテ
ィブ、またはトレーニング活動
に投資している

新しいテクノロジーを活用
するために、チームの作り
方やワークフローの管理方
法が大きく変わった

従業員は、自分の直感より
もAIから得られるインサイ
トを信頼している

AIとの関わりは、一部の専
門性の高い従業員の領域
と捉えられている

AIへの取り組みに対し、従
業員に心配や懸念が生じ
ている

※1

※3 ※2

本文でAIの価値拡大に向けた4つの重要アクションを述べたが、当該重要ア
クションに関連する日本企業の動向について述べる。

今回の調査結果を踏まえると、日本企業ではグローバルに比して、AI導入に
向けた以下取り組みを同等程度、またはより積極的に実施している（※1）。

 • 各部門のAI知見獲得のためのCoE新設
 • AI活用による役割・組織の新設
 • AIに精通したプロフェッショナルの育成、維持
 • 従業員へのチェンジマネジメント、インセンティブ、またはトレーニング活
動

前回の調査結果では、日本企業ではグローバルに比して、AI導入に向けた以
下取り組みが下回っていた。

 • AI活用による役割・組織の新設
 • 従業員へのチェンジマネジメント、インセンティブ、またはトレーニング活
動

今回の調査結果と前回の調査結果を勘案すると、「AI活用による役割・組織
の新設」、「従業員へのチェンジマネジメント、インセンティブ、またはトレーニ
ング活動」の推進が、日本企業においてトランスフォーマーが増加した要因の
1つと考えられる。また、日本企業でも「AIは専門職の仕事である」という認
識が低いことも、AI導入の普及に拍車をかけている一因として伺える（※2）。

一方、日本企業では、「従業員のAIに対する信頼感」、「AIのような新しいテ
クノロジーを活用するためのチームの作り方やワークフロー管理方法の変
更」は、グローバルに比して下回っており企業としての意識も浸透していない
ように見受けられるため、AIの更なる価値拡大に向けて今後意識改革が必
要である。（※3）

AI導入に向けた様々な取り組み：日本企業のAIに対する意識が変化した

日本の見解①



5252

36%
33%

28%
32%

30% 27%
25%

15%
18%

22%

15%

26%

33% 35% 36% 35% 34% 35%
33% 34% 36% 37% 34%

39%

公平・中立 堅牢・信頼性 安全・安心 説明責任 透明性・説明可能性 プライバシー

日本（n=100,今回） 日本（n=110,前回） グローバル（n=2620,今回） グローバル（n=2875,前回）

AIリスク対応状況

※2

※1

6%

34%

38%

41%

41%

42%

42%

44%

0%

31%

47%

51%

36%

45%

47%

43%

データプライバシーの確保や同意の適切な管理の欠如

※3

AIを利用したシステムに対する安全性の懸念

AIアルゴリズムによる偏りや低品質な結果の可能性

AIが利用者の思考や行動を操作

AIによる自動化による職の喪失

AI由来の意思決定における説明可能性・透明性の欠如

監視のためのAIの利用

日本（n=100） グローバル（n=2620）

AIによる潜在的／倫理的リスクについて懸念はない

最も懸念されているAIリスク

前回、および今回の調査結果から、AIリスクの対応状況を比較する。

調査結果を俯瞰すると、グローバルは前回の調査結果からAIリスクへの対応
状況に大きな変化は見られないが、日本企業は前回の調査結果からAIリス
クへの対応状況が大きく変化している。

日本企業においては、「プライバシー」以外の全項目が前回の調査結果に比
して大幅に改善され（※1）、AIリスクへの対応がグローバル水準に追い付き
つつあることが見て取れる。

また、今回の調査時においては、日本企業における「公平・中立」以外の全
項目は、グローバルに比して下回っているものの、AIリスクに対する懸念の高
まりはグローバルと同水準になりつつあることから（※3）、2023年以降の
日本企業におけるAIリスクへの対応状況は更なる向上が期待できる。

なお、2022年後半から脚光を浴びるようになった生成系AIをはじめ、AI領
域の技術革新も更に加速していることから、AI利活用上のリスク懸念やリス
クへの対応は、量／質ともに更なる拡がりをみせる可能性が高い点には留意
が必要である。

AIリスクへの対応状況：対応は進んだものの、AIリスクの更なる拡大が懸念される

日本の見解①
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32%

33%

34%

34%

23%

33%

32%

35%

15%

19%

23%

26%

26%

29%

29%

29%

36%

37%

37%

現在取り組んでいるAIリスク対策

AI構築の実務担当者向けのAI倫理問題に関する教育

組織のAI倫理ガイドの策定またはAI倫理に関する組織の設置

AIのリスク管理を、組織の広範なリスク管理の取り組みと整合させる

AI関連のリスク担当役員の任命

従業員がAIと生産的で前向きな関係を築くためのトレーニング／サポートを提供

AI倫理に関するリーディングプラクティスについて外部の関係者と協働

AIシステムの内部監査とテストの実施

コンプライアンスを確保するための法規制モニタリング

すべてのAI導入の正式なインベントリーを維持する

AIベンダーのシステム公平性を評価するデューデリジェンス

AIシステムの第三者評価

日本（n=100） グローバル（n=2620）

※1

※2

先述のとおり、日本企業におけるAIリスクへの対応は、前回の調査時よりも
好転した。本ページでは、日本企業、およびグローバルで現在取り組まれて
いるAIリスク対策について言及する。

日本企業のAIリスク対策において、以下対策がグローバルに比して、上回る
結果となった（※1）。

 • AI構築の実務担当者向けのAI倫理問題に関する教育
 • 組織のAI倫理ガイドの策定またはAI倫理に関する組織の設置
 • AIのリスク管理を、組織の広範なリスク管理の取り組みと整合させる
 • AI関連のリスク担当役員の任命

ここから、日本企業は、「AI倫理問題」、および「AIリスクに対応する全社的
なガバナンス構築」への高い意識が伺える。

他方、以下対策がグローバルに比して、下回る結果となった（※2）。
 • 従業員がAIと生産的で前向きな関係を築くためのトレーニング／サポー
トを提供

 • AI倫理に関するリーディングプラクティスについて外部の関係者と協働
 • AIシステムの内部監査とテストの実施
 • コンプライアンスを確保するための法規制モニタリング
 • 全てのAI導入の正式なインベントリーを維持する
 • AIベンダーのシステム公平性を評価するデューデリジェンス
 • AIシステムの第三者評価

ここから、日本企業は、「AIのリスク評価・改善の仕組み化」についてはグロー
バルよりも意識が低いことが伺えるため、AI利活用の更なる促進に向けて全
社的なガバナンス構築と併せて、AIのリスク評価についても意識改革が必要
である。

日本企業のAIリスク対策：AIのリスク評価・改善の仕組み化が遅れている

日本の見解①
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37%
34%

31% 30%
27%

24%
21%

18%

32% 33%

29%

33%
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33% 32%
34%

人間中心設計を活用
している

AI導入オペレーションの状況
（%：「完全に同意する」との回答のみカウント）

AI品質・リスク管理プロセス
およびフレームワークを使用
して、モデルの本番稼働前に
AIモデルの偏りやリスクを評
価している

展開されたAIモデルやア
プリケーションのROIをト
ラッキングしている

文書化されたAIモデルラ
イフサイクルの公開戦略
に従っている

プロジェクトのライフサイ
クルを通じて、AIのサイバ
ーセキュリティリスクに対
処している

AIソリューションを開発する際、
テストや継続的な改善計画を
含む、文書化されたMLOpsの
手順に従っている

AIモデルやアプリケーション
の開発に、共通で一貫した
プラットフォームを活用して
いる

AIモデルで使用されるデー
タのカタログ化と管理、およ
びその品質を確保するため
のプロセスが文書化されて
いる

※2※1

日本（n=100） グローバル（n=2620）

日本企業におけるAI導入時のオペレーションについて、以下項目が、グロー
バルを上回る結果となった（※1）。

 • AI品質・リスク管理プロセスによるAIリスク評価
 • AIモデルやアプリケーションのROIトラッキング
 • AIモデルのライフサイクル文書化

なお、前回の調査では、全ての項目でグローバルの水準を下回っていた状態
を踏まえると、日本企業において短期間でAI利活用に向けたオペレーション
の整備が進んだことが伺える。

一方、日本企業におけるAI導入時のオペレーションについて、以下項目が、
グローバルを大きく下回る結果となった（※2）。

 • AIのサイバーセキュリティリスクへの対応
 • MLOpsの整備・順守
 • 共通AIプラットフォームの活用
 • データカタログ化、データ品質確保のためのプロセス整備

これらの項目俯瞰すると「AI導入から運用までに必要となる一連のプロセス
整備」がグローバルに比して遅れていることが伺えるが、近年の急速なAI技
術革新や、Auto MLの一層の普及により、日本企業においてもAI利活用を
行う上で避けては通れない内容であり、今後、改善に向けた取り組みが急務
である。

AI導入オペレーションの状況：日本企業は、AI利活用のプロセス整備が遅れている

日本の見解①
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61%

58%

59%

52%

58%

62%

組織全体で展開する

※1

Center of Excellenceを中心に
展開する

AIのインフラやデータを中核となる
組織が提供し、実際のユースケース

は各組織で展開する

組織内におけるAI展開アプローチ

日本（n=100） グローバル（n=2620）

8%

14%

25%

28%

34%

35%

53%

0%

6%

22%

32%

41%

48%

51%

AI専門人材を新規雇用

社内従業員にAIトレーニングを行い新たに育成

大学でAI専攻した新卒を新規雇用

AIトレーニング受講済みの社内従業員を活用

AI専門人材を保有する会社と提携

AI専門人材を保有するプロフェッショナ
ルファームのコンサルタントおよびその

他専門家に委託

経験豊富なAI専門会社を買収

※2

AIスキルの調達方法

日本（n=100） グローバル（n=2620）

日本企業における組織内のAI展開は、以下アプローチが主流である。
 • AIのインフラやデータを中核となる組織が提供し、実際のユースケースは
各組織で展開する

 • Center of Excellenceを中心に展開する

一方、日本企業において「組織全体で展開する」アプローチは、グローバル
に比して大きく下回った（※1）。ここから、日本企業のAI利活用は各組織の
ビジネス内に閉じた個別最適な利活用に留まっている可能性が高く、AI利活
用の更なる普及に向けた課題である。

AIスキルの調達方法について、日本企業はグローバルに比して以下項目が大
きく上回った（※2）。

 • AI専門人材の新規雇用
 • 社内従業員にAIトレーニングを行い新たに育成
 • 大学でAI専攻した新卒を新規雇用

ここから、日本企業はグローバルに比して「AI専門人材の内製化」志向が高
い傾向がうかがえる。

一方で、以下項目については大きく下回った。
 • AI専門人材を保有する会社と提携
 • AI専門人材を保有するプロフェッショナルファームのコンサルタントおよ
びその他専門家に委託

これらの調査結果を俯瞰すると、日本企業において、AI利活用を組織全体で
推進しよりダイナミックな恩恵を享受するためにも、全社視点でAI利活用を
推進できるAI専門人材の獲得、および定着化をいかに行っていくかが重要な
課題である。

AI専門人材の獲得：全社視点でAI利活用推進可能なAI専門人材の獲得／定着化が課題である

日本の見解①
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AI利活用に向けたテクノロジー／人材関連の施策

ビジネス部門へのAIのオーナー割り当て

経営の意思決定を支援するためのAIの活用

AI CoEの設立

人とAIの効果的なコラボレーションを担当するリーダーの任命

人間とAIが混在する業務を考慮した人材活用の再設計

人間と機械の共同作業における、人間中心設計への従業員の参画

AIの使い方に関するKPI

非技術系／非専門職の従業員が利用しやすいAIシステムの提供

AIパイロットに対する報酬／インセンティブ

AIの適用タイミングや、効果的な使い方についての従業員教育

データとインフラへの投資、ビジネス全体へ適用可能なAIプラットフォーム開発に投資

※1

日本（n=100） グローバル（n=2620）

日本企業のAI利活用の実態について、様々な切り口で述べてきた。

本ページでは最後に、AI利活用の更なる普及に向けたテクノロジー/人材関
連の施策に関する調査結果について言及する。

調査結果を俯瞰すると、日本企業はグローバルに比して以下項目が大きく下
回った（※1）。

 • データとインフラへの投資、ビジネス全体へ適用可能なAIプラットフォー
ム開発に投資

 • AIの適用タイミングや、効果的な使い方についての従業員教育
 • AIパイロットに対する報酬またはインセンティブ

特にAI利活用の規模拡大の土台となる「データとインフラへの投資、ビジネ
ス全体へ適用可能なAIプラットフォーム開発に投資」について、日本企業に
おける取り組みが皆無な状態であり、AI利活用の普及に向けた大きな課題で
ある。

この点、「 AIの適用タイミングや、効果的な使い方についての従業員教育」や
「AIパイロットに対する報酬またはインセンティブ」への取り組みが低調であ
る点が、ビジネス全体に波及し得るAI利活用への取り組みへの阻害要因と
なっている可能性が有る。

したがって、AIの急速な技術革新の恩恵を享受するためにも、AI利活用促進
に向けた従業員への教育や動機付けに係る施策の立案および実施が急務で
ある。

AI利活用促進に向けた従業員教育や動機付けに係る施策の立案／実施が急務である

日本の見解①
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日本企業の動向と考察 
～日本のコンサルタントの 
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グローバルで実施したAI活用企業の動向調査について、前パートでは、グ
ローバルと日本企業との調査結果の比較を行いました。本パートでは、この
調査結果の比較を踏まえ、日本企業のAI活用の推進に日々携わる日本のコ
ンサルタントの立場から、AI活用における日本企業の現状と今後取り組むべ
き事項についての考察を行います。

AIを含む先進的な技術の社会への浸透の速さ、深さは、各国が得意とする産
業やビジネスの特徴はもちろん、その背景となる文化、慣習、法律、歴史まで、
様々な要素から影響を受けます。AIは新たな価値を生み出す一方で、社会や
人間に与えるリスクも知られており、よりいっそうこの影響を受けるものと考
えられ、ゆえに各国におけるAIの導入状況やAIに対する企業の考え方は大
きく異なります。本パートで行うグローバルと日本企業との比較の考察におい
ては、このようにビジネスだけではなく文化、慣習等の観点からも考察し、今
後取り組むべき事項についての示唆を得たいと思います。

AIアプリケーションの導入状況
まずはAIアプリケーションの導入状況について、グローバルと日本との比較
を行ってみましょう。グローバルと比較し日本が上回るものとして、「レコメン
デーション」（日本42%、グローバル33%）、「自然言語処理（感情分析）」（日
本37%、グローバル32%）、一方で日本が下回るものに「チャットボット（対
話型AI含む）」（日本28%、グローバル37%）、「音声エージェント」（日本
29%、グローバル34%）などが挙げられます。

レコメンデーションは、例えばECサイト等において個人の顧客に対し、顧客
の過去の購買履歴や、同時に購入されることが多い商品をもとに顧客に推薦
する商品を決定するAIアプリケーションです。レコメンデーションにおける基
本的なアルゴリズムは数十年前に既に開発されており、ECサイト等で長年活

用されてきたアプリケーションです。一方で、感情分析、チャットボット、及び
音声エージェントは、自然言語や音声といった、構造化されていないデータ
（非構造データ）を入力とし、口コミの中にある好意的、あるいは否定的な表
現を見つけたり、また、ユーザーの質問や要求に応えます。

このようにグローバルと日本でのAIアプリケーションの導入状況を比較する
と、日本における社会的な特徴が如術に表れていると感じます。すなわち、
従来からあるアプリケーションであり、AIが失敗した際の顧客へのリスクが低
い「レコメンデーション」のようなAIアプリケーションの導入は進んでおり、一
方で、新しい活用のされ方であり、AIが失敗した際の顧客へのリスクが高い
「チャットボット（対話型AI含む）」「音声エージェント」のようなAIアプリケー
ションの導入は遅れている、という特徴です。日本企業は海外に比べ、顧客
への価値向上よりも顧客からの信頼失墜のリスクに重きを置く文化があり、
これがAI活用の社会への浸透にも影響を与えていると考えます。こう考える
と、顧客の信頼失墜のリスクを低減するためのAIアプリケーションである「自
然言語処理（感情分析）」の導入がグローバルに比べ日本で進んでいる点も
うなずけます。

しかしながら、「チャットボット（対話型AI含む）」については、2022年の後半
に世界的に注目を集めるAIサービスが登場し、日本社会においてもこのよう
なアプリケーションに対する受け容れ方や耐性が急速に変化している状況で
す。このような社会の変化を受け、日本企業における「チャットボット（対話型
AI含む）」のAIアプリケーションの導入の仕方も大きく変化していくことでしょ
う。

このように、AIアプリケーションの導入状況は、文化的、社会的な背景に大き
く影響を受けます。AIが従来の技術に比べ、社会に大きな価値を与える一方

で、悪い影響も与えうるリスクがあるという点を踏まえると、この傾向は従来
の技術に比べ顕著なものになると考えられます。企業はこのような国ごとの
文化的、社会的背景も踏まえ、AIアプリケーションの導入戦略を策定していく
必要があると考えます。

人材とテクノロジーの獲得
AIスキルを持つ人材の採用について、本調査結果で目を見張るのは、新卒採
用と中途採用との割合が日本とグローバルで逆転している点でしょう（新卒
採用は日本32%、グローバル25%、中途採用は日本48%、グローバル
53%）。日本ではデータサイエンスに関する教育の遅れが指摘されています
が、その結果が本調査結果にも出ているものと考えられます。すなわち、日
本のAIスキルを要する人材は日本では基本的に不足しており、急速なデータ
サイエンスの教育が進む教育機関が企業におけるメインの人材の獲得源に
なっているということです。これからもAI活用が進むことを考えると、企業に
おける新卒のAIスキル人材の獲得競争は継続して激化していくと考えられま
す。

一方で、企業がAIのケイパビリティを獲得するための方法は、人材の獲得に
限られません。外部の企業とのパートナーシップも有効な方法の一つです。こ
れについては、「AIスキルを有する企業とのパートナーシップがあるか」の調
査結果（日本6%、グローバル14%）と、日本がグローバルに比べ大きく後れ
を取っています。本レポートにおいて、「AI時代では、テクノロジーと人材の獲
得を同時に行う」との主張を行いました。まさにこの主張をよく理解し、戦略
的に人材とテクノロジーを獲得していくことが、日本企業にとってのAI活用の
成功要因となるでしょう。

文化的、社会的な特徴を踏まえ、戦略的にAIの導入とケイパビリティの獲得を進める必要がある

日本の見解②
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一方で、AI目標の達成に関して高い成果を上げた取り組みとして、日本がグ
ローバルを上回る項目がありました。それは、「人材マネジメント改善 /既存
人材の活性化」（日本38%、グローバル30%）です。この結果の要因は大き
く2点あると考えます。1点目は、日本ではAIに関わらずIT技術者の多くが
IT企業に在籍しているという特徴です。この特徴の結果、IT企業以外の企業
は、自社で IT技術者を抱えることができず、結果として外部の IT企業（ベン
ダー）に IT構築や運用を任せるケースが多いのです。AIについても例に埋も
れず、同様の状況となっています。一方で、AIは従来の IT技術に比べ、一度
専門性を身に着けてしまえば他のプロジェクトに適用可能であるといった効
率性の観点、またビジネスに大きな影響を与えうるという効果の観点から、
外部に委託するよりも、自社に既に在籍する人材を育成する選択をする企業
が増えています。これが日本企業における既存人材の活性化の1点目の要因
であると考えます。2点目に、AI活用に必要な専門的なスキルのコモディティ
化が挙げられます。近年ではAutoML等の技術やツールが出回り、AIや機械
学習に関わる専門的な知識やプログラミングスキルがなくとも、簡単にAIが
構築できる時代になってきました。このようななか、AI等のデータ活用に係る
技術的な知識を有するデータサイエンティストよりも、ビジネスにおける効果
的なデータ活用の仕方を見出すデータストラテジストの価値が高まってきてい
るという全体的な傾向の変化を感じます。データストラテジストは、ビジネス
に係るドメイン知識をより必要とするため、ビジネスの現場に近い既存人材
を育成する方向にシフトしている傾向がみられます。これが2点目の要因です。

このように、企業において必要な人材は、企業におけるAIの活用のされ方や、
技術、ツール等の普及といった外部的な要因にも影響を受け、変化していま
す。AIの技術的側面だけではなく、様々な観点から、必要な人材を都度見極
める力が、より求められていくこととなるでしょう。

業務の変革
業務の変革は日本において特に実施が困難な項目であると考えられます。変
化するビジネス課題に柔軟に対応するアジャイル型の組織の態勢が不得意で
あると特徴づけられることの多い日本企業において、AI活用による成果を生
み出すために、どのように業務の変革を行っていくべきなのでしょうか。

ここでは、グローバルにおいて成果を上げた企業の特徴として挙げられた業
務観点での特徴のうち、日本企業がグローバルと比較して下回っている「文
書化されたMLOpsの手順に従っている」（日本24%、グローバル33%）、「AI
モデルやアプリケーションの開発に、共通で一貫したプラットフォームを使用
している」（日本21%、グローバル32%）に着目したいと思います。

AIのライフサイクル、すなわち、企画、開発、導入、運用の各段階においては、
AI活用のされ方や担当者のケイパビリティに応じて作業内容が大きく異なる
ことが一般的で、同一の企業においてもAI活用のプロジェクトごとに全く異
なる業務プロセスが取られることも珍しくありません。しかしながら、このよう
な業務の不統一性は、開発効率の低下、社内ナレッジの共有のしにくさ、リス
ク対策の複雑化など、様々な悪影響を及ぼします。そのため、AI活用のされ
方や担当者のケイパビリティに応じた作業内容の違いを吸収する程度の自由
度は保ちつつも、ある程度の業務プロセスの大きな流れは統一的なルールに
より定めることが肝要です。すなわち、日本がグローバルと比較し下回ってい
る「文書化されたMLOpsの手順に従っている」のような、ルール策定とその
文書化について、日本企業は真っ先に取り組むべきであると考えます。

しかし、ルールを策定するだけでは業務を変革することはできません。ルール
の現場への導入において最も効率的な方法は、ルールに準拠したツールを

導入すること、もしくはツールを上手に活用したルールを策定することである
と考えます。すなわち、日本がグローバルより下回っている項目「AIモデルや
アプリケーションの開発に、共通で一貫したプラットフォームを使用している」
で挙げられているように、共通で一貫したプラットフォームや各種ツールを導
入することにより、共通的な業務プロセスを構築できるということです。共通
的な業務プロセスへの変革は、先に挙げた様々な悪影響を排除し、AI活用
における効果・効率が大きく向上します。

グローバルと比較し日本が大きく下回る項目「AIシステムを十分に使いこな
すために、AIの適用タイミングや、効果的な使い方についての従業員教育」
（日本5%、グローバル21%）についても実施していくべきであると考えます。
先に挙げた効率的なAIの運用のアプローチであるMLOpsのメリットやこれ
を行わない際のデメリットを従業員がきちんと理解することで、自分たちが従
うルールの目的を正しく捉え、その達成に向けた取り組みを、従業員の一人
一人が自身のケイパビリティに応じて行えるようになるからです。

グローバルと比較し日本が大きく下回る項目「データとインフラへの投資 /ビ
ジネス全体へ適用可能なAIプラットフォーム開発に投資」（日本0%、グロー
バル15%）、「新しいテクノロじーを活用するために、チームの作り方やワーク
フローの管理方法が大きく変わった」（日本24%、グローバル35%）につい
ても注目すべきでしょう。ここに挙げられているプラットフォームへの投資や
ワークフローの変革は、全社的なAI活用の効率化と高度化を推し進め、AI
活用の成果を上げやすい構造への変革を促すこととなります。

ルールの策定、およびツールを利用したルールの現場導入は、成果を上げやすい構造への変革を促す
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AIリスクへの対策
最後に、AIの活用に伴うリスクに関連する事項について、グローバルと日本
の調査結果の比較を行ってみましょう。AIの活用の成否がビジネスの成長に
大きな影響を与えると言われる一方、AIによる事故や倫理的問題等、AI活用
に伴うリスクへの対策、すなわち「AIガバナンス」の必要性が高まっています。
AIガバナンスは、AIが人間や社会に与える悪い影響を最小化し、価値ある部
分を最大化しようとする試みであり、デロイトが掲げる「人とAIが協調する社
会」の実現に向け、必要不可欠な取り組みです。

AIリスクは、従来の IT技術が持つリスクと比較して、以下のような特徴を持
つことが知られています。

①リスクが多様である
「自動運転AIの事故」「採用AIの差別」等、安全性、公平性、透明性、プライ
バシー等の多様なリスクを孕む

②リスクの影響範囲が広い
技術のみならず社会的・倫理的リスクを孕むため、社会規範・倫理を扱う法
務・コンプライアンス部門、方針を決める経営層まで全社的関与が必要であ
る

③リスクレベルが規制・社会関心に依る
不確実な規制化や社会関心の動きの把握と柔軟な対応が必要である。また、
これに先立つ自主的な対策が必要である

このようなAIリスクの特徴を踏まえ、グローバルと日本の調査結果を比較し
てみましょう。

まず目につくのは、日本においてAIリスク対策の取り組みやそれに対する信
頼が昨年に比べ大きく増加しているという点です。中でも、AIリスク対策の取
り組みのうち、「AI関連のリスク担当役員の任命」（日本29%、グローバル
23%）、「組織のAI倫理ガイドの策定またはAI倫理に関する組織の設置」（日
本37%、グローバル32%）については日本がグローバルを上回る結果となり
ました。

このような組織面、ルール面での整備が進む一方、懸念されるのがルールの
現場への導入です。特に、AIリスク対策の取り組みのうち 「AIシステムの内部
監査とテストの実施」（日本26%、グローバル33%）、 「AIシステムの第三者
評価」（日本15%、グローバル31%）について、日本はグローバルより下回っ
ており、AIシステムのリスク評価や、組織とルールといったAIリスク対策その
ものに対する評価が行われておらず、整備した組織とルールがAIリスクの低
減において効果を発揮しているかが懸念されます。

ここで、内部監査や第三者評価といった、AIの開発部隊から独立した組織に
よる評価の重要性について考えてみましょう。この重要性を理解するためには、
まず、AIに対する評価というものが基本的に難しいものであるということを理
解することが必要です。AIには技術的な要素が多分に含まれるため、データ
の偏りやモデルのドリフトなど、AIのリスクの洗い出しには専門的な知識とス
キルが必要です。このような専門性はAIの開発に直接携わる技術者でないと
持つことが一般に難しいものです。ここで、AIの性能とリスクの低減のトレー
ドオフに目を配ると、AIの開発に携わる技術者「以外」の方からの評価の重
要性が見えてきます。すなわち、AIのリスクを低減しようとすると、性能が低
下する、というトレードオフの関係において、性能を向上させることで一般に
インセンティブを得る技術者は、（たとえそれが意識的でないとしても）適切
に評価を行わない可能性があるのです。すなわち、リスクの低減には技術的
な素養が必要とされる一方で、それをAI開発者自身に負わせることは構造

的に望ましくない、ということが言えます。では、いったい誰がそのような評価
の役割を負うべきなのでしょうか？

解決策の一つとして、リスク管理部や法務部、内部監査部といった、多様なリ
スクに対応する部門に、そのようなAIに関わる技術的知識をもった人材を配
置することが考えられます。しかし、先にも述べた通り技術的知識を持った人
材は基本的に不足しており、そのような人材をこのように開発部門以外の部
門に配置することは困難な場合が多いでしょう。そのような場合には、外部の
専門家による第三者的な評価が有効なアプローチとなります。これにより人
材面での課題を解決できるほか、自社外、すなわち第三者的な評価という、
評価の独立性や客観性を持たせることができます。

さらに、AIリスクの対策を行うツールの導入も効果的です。このようなツール
は、想定外のリスクの発見や、人手によるリスク評価の方法や品質のばらつ
きの解消、重複業務の解消など、企業のAIガバナンス実践における課題の多
くに対応し、AIガバナンスの効果的・効率的な運営に貢献します。さらに、こ
のようなツールは評価結果を自動的にレポートする機能を備えるものもあり、
これを活用することで、AIに係る技術的なスキルを擁していない部門（リスク
管理部や内部監査部など）をも巻き込んだ評価、報告、承認プロセスを円滑
に行うことができるようになります。繰り返しになりますが、日本においては
AIの専門的スキルを持つ人材が基本的に不足しているため、このようなツー
ルを有効に使えるかが、AIリスク対策における一つの重要なポイントとなるで
しょう。

以上、日本企業のAI活用の推進に日々携わる日本のコンサルタントの立場か
ら、AI活用における日本企業の現状と今後取り組むべき事項についての考察
を行いました。読者の方々が今後のAI活用を進める上での一助になれば幸
いです。

実効性のあるAIリスク対策は、「人とAIが協調する社会」 の実現に向け、必要な取り組みである

日本の見解②
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AIが組織をどのように変革しているかについてグローバルな見解を得るため
に、デロイトは2022年4月から5月にかけて2,620名のグローバルビジネ
スリーダーを対象に調査を実施しました。参加国は、次の13カ国です：オー
ストラリア（回答者100名）、ブラジル（同115名）、カナダ（同175名）、中国
（同200名）、フランス（同130名）、ドイツ（同150名）、インド（同200名）、
イスラエル（同75名）、日本（同100名）、シンガポール（同100名）、南アフ
リカ（同75名）、英国（同200名）、および米国（同1,000名）。

全ての参加企業はAI技術を採用している、AIユーザーです。回答者は以下い
ずれかの権限、責任を担います：Al技術への支出決定・投資承認、Al技術
戦略の策定、Al技術の実装管理・監督、Al技術の専門家、AI技術に関する
意思決定。

ブラインド調査を補完するため、デロイトはさまざまな業界から15名のAI専
門家に定性的な電話インタビューを実施しました。

分析モデル：昨年のレポートに倣い、AIの本格導入数とAIの取り組みを通じ
て達成された成果に基づき、組織を4つのグループに定義する分析モデルを
開発しました。AIの本格導入については、0～14種類のAIアプリケーション
のうち、「導入した」（本格導入を少なくとも1回達成した）を選択した回答者
の累積頻度を算出しました。同様に、回答者が達成した0～19の潜在的な
成果のうち、「高い成果」を上げた件数を集計することで累積頻度を算出しま
した。これにより、回答者のグループを次のように設定しました：

• トランスフォーマー（27％、N=707）：AIの高度な本格導入を5件以上達
成し、またAIの取り組みにおいて少なくとも5件で高い成果を上げていま
す。彼らは、調査回答者の中で最も「AIを活用している」リーダーグルー
プとみなされます。

• パスシーカー（24％、N=616）：AIの高度な本格導入は5件に満たない
ものの、AIの取り組みにおいて少なくとも5件で高い成果を上げています。

• アンダーアチーバー（22％、N=570）：AIの高度な本格導入を5件以上
達成したものの、AIの取り組みにおいて高い成果を上げたものは5件未
満です。

• スターター（28％、N=727）：AIの導入を開発または検討段階で、AIの
高度な本格導入は5件未満です。また、AIの取り組みにおいて高い成果
を上げたものも5件未満です。

*四捨五入をしているため、％の数字を加算しても100％にはなりません。

調査方法
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老川 正志 
Masashi Oikawa
シニアマネジャー 
デロイト トーマツ コンサルティング
合同会社 
AI&Data

大手ITコンサルティング会社等を経て
現職。大規模システムの刷新計画策
定／実行支援、およびAI／アナリティ
クスに関するサービスに従事。最近
は、様々な業種に対するAI等を活用し
た業務変革を推進。

花本 瞬 
Shun Hanamoto
マネジャー 
デロイト トーマツ コンサルティング 
合同会社 
AI&Data

AIベンチャー等を経て現職。企業や官
公庁のDX推進支援、および業務改革支
援等に従事。特にAI/BI領域の方針策
定から実装、デジタルコンプライアンス
領域に強みを有する。

山本 優樹 
Yuki Yamamoto 
シニアマネジャー 
有限責任監査法人トーマツ 
リスクアドバイザリー事業本部 
デロイトアナリティクス

世界的な電機・エンタテインメント企業の国
内および米国の研究拠点にて、AI等の先端テ
クノロジーの研究開発および同成果の製品・
サービス・国際標準への導入等を経て現職。
企業のビッグデータ分析、AIのビジネス活用
に向けた組織構築・人材育成、AIの利用に伴
う社会的なリスクの回避に向けたAIガバナン
スの実践等の経験を通じ、テクノロジーとデ
ータを活用したビジネスの改善に強みを持
つ。2022年から東京大学未来ビジョン研究
センター客員研究員。AIガバナンスの実践の
高度化に関する調査研究に従事。

日本の見解①　執筆者 日本の見解②　執筆者



6666

デロイト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社

DAIIは、AIの戦略的活用およびガバナンスに関する研究活動を行うと共に国
内外のAI専門家とのネットワーク形成を行います。また、デロイト トーマツの
様々なビジネスの専門家と連携することで、研究成果をベースに日本企業の
AIによるビジネスの変革と持続的なオペレーションを支援します。

Deloitte AI Institute （DAII）  Japanリーダー　一覧

所長
デロイト トーマツ グループ

デロイト トーマツ グループ
大平 匡洋 
Masahiro Ohira
AI＆Data 
デロイト トーマツ コンサルティング合同会社

服部 邦洋 
Kunihiro Hattori
RA新規事業推進 ビジネス開発 
デロイト トーマツ リスクア
ドバイザリー合同会社

ビジネスリーダー

染谷 豊浩 
Toyohiro Sometani
Analytics Advisory

ニコル・スコブル・ウィリアムズ 
Nicole Scoble-Williams
HC Div. 

宍倉 剛 
Tsuyoshi Shishikura 
Advance Artificial Intelligence

宮前 勇一
Yuichi Miyamae
Supply Chain & Network 
Operations

神津 友武 
Tomotake Kozu
デロイト アナリティクス 
デロイト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社

※所属・肩書等は本レポート発行時点のものです
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Deloitte AI Instituteについて
近年、AIエコシステムは、非常にダイナミックかつ急速に進化しています。Deloitte AI Institute（DAII）は、企業・組織がそのよう
な強靭なAIエコシステムと結びつき、持続可能な成長を実現していくことを支援します。�Age of WithTM�（「AIとの協働時代」）にお
いては人間とAIのコラボレーションを促進していくことが重要です。当研究組織は、最先端のインサイトを活用し、業界を超えたAIを
原動力とするイノベーション議論をリードし、開発を後押しします。

AI導入における課題の識別とその実践的な対処を支えるために、DAIIは、学術組織、スタートアップ企業、起業家、イノベーター、成
熟したAI製品を手掛けるマーケットリーダー、およびAIに対し先見性のあるプレイヤーとネットワークを形成しており、リスク、政策、
倫理、働き方と人材の未来、応用AIのユースケースなど、AIの主要分野を探求しています。デロイトのAIアプリケーションに関する深
い知見と経験を組み合わせ、AIを取り巻く複雑なエコシステムを理解する手助けをし、その結果として、インパクトに富んだ視点を提
示し、適切な情報に基づくAIの意思決定によって組織が成功を収める手助けをします。

詳細はこちら

The Deloitte Center for Integrated Researchについて
当研究組織は、あなたがAI活用の道のりにおいてどの段階にいるかに関わらず、組織の戦略を推進する役員やC suiteリーダーであ
るか、あるいはAI戦略を実現する実践的なデータサイエンティストであるかに関わらず、世界各国の企業が競争優位性を得るために
AIをどのように適用しているかについての洞察を提供し、自社がどう動くべきかの理解を深めることを助けます。提供する支援の全容
については当研究組織のサイトをご覧ください。ポッドキャストやニュースレターをご購読いただき、ミートアップやライブイベントにご
参加ください。一緒にAIの未来を探索しましょう。

詳細はこちら

日本版　発行人

森 正弥

清水 咲里　　　山本 優樹
老川 正志

山本 真由子　　花本 瞬
蒲 東寧

※所属・肩書等は本レポート発行時点のものです。

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/topics/ai-institute.html
https://www2.deloitte.com/us/en/pages/about-deloitte/solutions/center-integrated-research.html
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より豊かな経済、公正な社会、持続可能な世界の実現に向けて自ら率先して取り組むことを通じて、計測可能で継続性のある成果をもたらすプロフェッショナルの集団です。デロイトは、
創設以来175年余りの歴史を有し、150を超える国・地域にわたって活動を展開しています。 �Making an impact that matters� をパーパス（存在理由）として標榜するデロイトの約
415,000名のプロフェッショナルの活動の詳細については、（www.deloitte.com）をご覧ください。
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